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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板を接合する方法であって、
　接合面に対して表面活性化処理を行い、
　一対の基板の両接合面を接触させることで第１接触状態とし、
　第１接触状態にある接合面に対して、少なくとも一方の基板の接合面の臨界圧力以下で
圧力を掛け、
　前記第１接触状態で、両基板間の相対位置を測定し、
　基板の補正移動量を決定し、
　前記補正移動量だけ基板を移動させ、
　前記基板の移動後に、両接合面を再び第１接触状態にして、
　前記第１接触状態で両基板の相対位置を測定し、
　測定された相対位置が許容誤差範囲内になければ、前記基板の補正移動量を決定するこ
とと、前記補正移動量だけ基板を移動させることと、第１接触状態にすることとを、前記
測定された相対位置が許容誤差範囲内に入るまで繰り返し、
　前記第１接触状態で両基板間の相対位置を測定し、測定された相対位置が許容誤差範囲
内であれば、その後、第２接触状態にして、両接合面を加圧と加熱との少なくとも一方を
行う、
ことを備える基板接合方法。
【請求項２】
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　前記表面活性化処理は、親水化処理を含む、請求項１に記載の基板接合方法。
【請求項３】
　前記補正移動量だけ基板を移動させる前に、両接合面を離間させ、
　前記基板の移動の後に、両接合面を接触させて第１接触状態にする、
ことを更に備える、請求項１又は２に記載の基板接合方法。
【請求項４】
　前記第１接触状態にする前に、少なくとも一方の基板の接合界面の臨界圧力を決定する
ことを更に備える、請求項１から３のいずれか一項に記載の基板接合方法。
【請求項５】
　前記臨界圧力は、接触状態ごとに決定される、請求項１から４のいずれか一項に記載の
基板接合方法。
【請求項６】
　前記第１接触状態での臨界圧力は、０．１２７ＭＰａ以上である、請求項１から５のい
ずれか一項に記載の基板接合方法。
【請求項７】
　第２接触状態において、接触する接合面に対して、少なくとも一方の基板の接合面の臨
界圧力以上で圧力を掛けることを含む、請求項１から６のいずれか一項に記載の基板接合
方法。
【請求項８】
　第２接触状態において、両基板に電圧を印加し、静電気力により接合面に対して圧力を
掛けることを含む、請求項１から７のいずれか一項に記載の基板接合方法。
【請求項９】
　前記臨界圧力は、表面活性化処理が行われた接合面の、その雰囲気への露出量を含むパ
ラメータの関数として決定される、請求項１から８のいずれか一項に記載の基板接合方法
。
【請求項１０】
　前記臨界圧力は、接合表面上の水分子層の厚さを含むパラメータの関数として決定され
る、請求項２に記載の基板接合方法。
【請求項１１】
　前記親水化処理の後に、接合面上に水分子を付着させることを更に備える、請求項２又
は１０に記載の基板接合方法。
【請求項１２】
　前記両基板の相対位置を測定することは、両基板の互いに対応する箇所に設けられた両
アライメントマークを含む撮影画像を取得することで行う、請求項１から１１のいずれか
一項に記載の基板接合方法。
【請求項１３】
　両接合面が離間している状態で両基板の相対位置を測定することを更に備える、請求項
３に記載の基板接合方法。
【請求項１４】
　前記両接合面が離間している状態で両基板間の相対的位置を測定することは、
　前記両接合面が離間している状態で、両基板の互いに対応する箇所に設けられた両アラ
イメントマークを含む撮影画像を取得し、
　ベクトル相関法を用いて、撮影画像内での両アライメントマークのエッジを検出する、
ことを含む、請求項１３に記載の基板接合方法。
【請求項１５】
　前記撮影画像を取得することは、合焦位置を両アライメントマークの間に設定すること
を含む、請求項１４に記載の基板接合方法。
【請求項１６】
　接触状態における測定により得られた両基板の相対位置と、離間状態における測定によ
り得られた両基板の相対位置とに基づいて、次の接触状態にするための接触直前の両接合
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面の平行度を計算し、
　当該計算された平行度に基づいて、両接合面の平行度を調節する、
ことを更に備える、請求項１３から１５のいずれか一項に記載の基板接合方法。
【請求項１７】
　前記補正移動量だけ基板を移動させることは、当該移動前に接合面に掛かる圧力を低下
させて、接合面が接触されている状態で行われる、請求項１から１２のいずれか一項に記
載の基板接合方法。
【請求項１８】
　前記補正移動量だけ基板を移動させることは、接合面が接触加圧されている状態で行わ
れる、請求項１から１２のいずれか一項に記載の基板接合方法。
【請求項１９】
　両接合面は金属部を有し、
　第１接触状態にある少なくとも一方の接合面の金属を加熱して溶融させ、
　第２接触状態にある前記少なくとも一方の接合面の金属を冷却させて固定する、ことを
更に備える、請求項１７又は１８に記載の基板接合方法。
【請求項２０】
　前記金属の加熱の開始から所定の時間後に、両基板の相対位置を測定する、請求項１９
に記載の基板接合方法。
【請求項２１】
　第１接触状態のための接触の前には、接合面の金属は固相状態にある、請求項１９又は
２０に記載の基板接合方法。
【請求項２２】
　少なくとも一方の接合面は樹脂部を有し、
　樹脂部が接触している状態で、両基板の相対位置を測定する、請求項１から２１のいず
れか一項に記載の基板接合方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願発明は、基板を接合する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エレクトロニクスの分野において、電子部品等と基板を接合し、又は電子回路や電子配
線が設けられた基板同士を接合するための実装技術が開発されてきている。接合される被
接合物は、その接合面に、電子回路等と接続されている電極を有し、この電極同士が接合
されることで、被接合物間の電気的接続が確立される。電子機器の小型化及び軽量化によ
り、上記電極の狭ピッチ化による高密度化及び微細化が進むにつれて、接合される電極間
の接合時の位置決め精度を向上する要求が高まってきている。
【０００３】
　この要求に応えるために、一旦接触させた時点で、非接合物間の位置ずれを測定し、非
接合物を相対的に移動させて上記位置ずれを補正し、再度接触させて位置ずれを測定する
ことを繰り返し、位置ずれが許容誤差範囲になったときに接触した被接合物を加熱等によ
り接合を行うことで、非接合物間の位置決めの精度を著しく向上させる接合技術が開発さ
れた（特許文献１）。この技術により、それまで位置決めの誤差が±２μｍ程度が限界で
あったものが、±０．２μｍ程度にまで下げることが可能になった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－６６２８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　しかしながら、上記の接合技術では、接触を繰り返す間に、接合面同士が比較的強固に
接合し、所望の接触の繰り返しが出来なくなるという問題があった。これは、接触により
表面の特性が変化することに起因すると考えられる。たとえば、接合面が金属部を有する
場合に、金属の表面近傍が接触により変形し、新生表面が露出し、新生表面同士が接触に
より強固な接合を形成することがあると考えられる。接触による影響は機械的な影響に限
られない。所定の表面処理を行った接合面の機械的、化学的、物理的などの諸特性が、接
触により変わり、接触中に比較的強固に接合し、あるいは所望の接合界面が形成できない
という問題があった。また、接触の繰り返しはできても、表面の特性の変化により最終的
に所望の特性を有する接合界面を形成することができなくなる場合がある。さらにまた、
いわゆる常温接合法とよばれる、不活性ガスなどのエネルギー粒子を照射することで接合
面上に存在する不純物を除去して新生表面を露出させて表面活性化させて、比較的低温又
は加熱をせずに、同種又は異種材料を接合させる接合方法の場合には、表面処理された接
合面を互いに接触させると、強固な接合界面を形成するために、接触を繰り返すというこ
とが困難であると考えられてきた。
【０００６】
　そこで、上記の課題を解決するために、本願発明は、最終的に所望の接合界面が得られ
、あるいは最終接合界面特性への悪影響を抑制して、位置決め精度を向上させる接触工程
を有する基板接合方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本願において、ウエハ（以下、基板と称する。）は、板状の半導体を含むが、これに限
定されない。形状は、板状でなくてもよい。ウエハ又は基板には、半導体以外にも、ガラ
ス、セラミックス、金属、プラスチックなどの材料、又はこれらの複合材料により形成さ
れていてもよい。剛性が高い材料も低い材料も含まれ、円形、長方形等の種々の形状に形
成される。
【０００８】
　本願において、「チップ」とは、半導体部品を含む成型加工半導体の板状部品、パッケ
ージされた半導体集積回路（ＩＣ）などの電子部品等を示す広い概念の用語として与えら
れる。「チップ」には、一般に「ダイ」と呼ばれる部品や、基板よりも寸法が小さくて、
複数個を当該基板に接合できるほどの大きさを有する部品又は小型の基板も含まれる。ま
た、電子部品以外に、光部品、光電子部品、機械部品も含まれる。本願において、「チッ
プ」も基板として記載する場合もある。
【０００９】
　上記技術的課題を解決するために、本願発明に係る基板接合方法は、一対の基板の両接
合面を接触させ、第１接触状態にある接合面に対して、少なくとも一方の基板の接合面の
臨界圧力以下で圧力を掛け、第１接触状態で、両基板間の相対位置を測定し、基板の補正
移動量を決定し、補正移動量だけ基板を移動させる、ことを備えるようにしたものである
。本願発明によれば、所望の接合特性を維持しつつ、接触状態での正確な位置ずれ測定を
行い、補正移動により位置ずれを補正するので、高い位置決め精度と良好な接合界面特性
との両方を得ることのできる基板接合方法を提供することができる。
【００１０】
　本願発明に係る基板接合方法は、基板の移動後に、両接合面を再び第１接触状態にして
、第１接触状態で両基板の相対位置を測定することを更に有し、測定された相対位置が許
容誤差範囲内になければ、基板の補正移動量を決定することと、補正移動量だけ基板を移
動させることと、第１接触状態にすることとを、測定された相対位置が許容誤差範囲内に
入るまで繰り返すようにしてもよい。
【００１１】
　本願発明に係る基板接合方法は、少なくとも一方の基板の接合界面の臨界圧力を決定す
ることを更に備えるようにしてもよい。
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【００１２】
　本願発明に係る基板接合方法は、臨界圧力が、接触状態ごとに決定されるようにしても
よい。
【００１３】
　本願発明に係る基板接合方法は、第１接触状態での臨界圧力が０．１２７ＭＰａ以上で
あるようにしてもよい。
【００１４】
　本願発明に係る基板接合方法は、測定された相対位置が許容誤差範囲内であれば、第２
接触状態にして、両接合面を加圧と加熱との少なくとも一方を行うことを更に備えるよう
にしてもよい。第２接触状態とは、接合に至る状態を示し、この状態まで密着させた後に
剥がすと再度接合できなくなる状態を示す。機械的な圧力負荷以外にも、加熱により水分
子を除去し、電圧印加により静電気力で密着させることなどで、同じ状態にすることもで
きる。また、第１接触状態では、一度引き剥がして再度第１接触状態を繰り返しても接合
に開く影響を与えず、その後、第２接触状態にすれば良好な接合に至る状態を示す。
【００１５】
　本願発明に係る基板接合方法は、第２接触状態において、接触する接合面に対して、少
なくとも一方の基板の接合面の臨界圧力以上で圧力を掛けることを含むようにしてもよい
。
【００１６】
　本願発明に係る基板接合方法は、第２接触状態において、両基板に電圧を印加し、静電
気力により接合面に対して圧力を掛けることを含むようにしてもよい。
【００１７】
　本願発明に係る基板接合方法は、少なくとも第２接触状態にする前に、接合面に対して
表面処理を行うことを更に備えるようにしてもよい。所定の表面処理を行うことで、最終
的に得られる接合界面において所望の特性を得ることができる。
【００１８】
　本願発明に係る基板接合方法は、第１接触状態のための接触の前に、接合面に対して表
面処理を行うことを備えるようにしてもよい。これにより、第１接触状態での接合面の表
面の特性を制御し、あるいは臨界圧力を制御することができる。
【００１９】
　本願発明に係る基板接合方法は、表面処理が、プラズマ処理により行われるようにして
もよい。
【００２０】
　本願発明に係る基板接合方法は、表面処理が、エネルギー粒子ビーム照射により行われ
るようにしてもよい。
【００２１】
　本願発明に係る基板接合方法は、表面処理が表面活性化処理を含むようにしてもよい。
表面活性化処理として、例えば常温接合方法を採用する場合、いわゆる超高真空中で表面
活性化処理を行っても、接合面の新生表面上のダングリングボンドと呼ばれる結合手は、
当該超高真空中に存在する分子等と結合して、所定の圧力（臨界圧力）より低い圧力では
、新生面同志が接触しないため、所望の結合を得ることが出来ない。この場合、臨界圧力
未満の圧力で押圧して、接触させて、何度でも剥がして再び接触させることができる。そ
の後、第２接触状態にすることで良好に結合させることができる。このように、臨界圧力
は、接合面の雰囲気の真空度、雰囲気中に存在する分子又は気体の種類、接合面の雰囲気
への露出時間などに依存し得る。例えば、通常１０－６Ｐａ以下まで真空引きして不純物
をなくしてから表面活性化し、直ちに接合させる場合と比較して、１０－５Ｐａ程度の真
空引きに押さえ不純物が存在するようにしておき、表面活性化後、その環境で暴露する時
間を一定とすることで不純物が付着して臨界圧力以下では接合しない状態をつくることが
できる。また、表面活性化処理後、臨界圧力以上で加圧した場合には、接合面上の不純物
が除去されて新生面が現れ、新生面同士が結合することになる。この状態で無理やり引き
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剥がすと、結合した新生面界面又はその近傍で分子レベルでのバルク破壊が起きる。その
ため、引き剥がし後には、接合面の表面粗さが大きくなり、これらを再び接触させても良
好な接合界面を形成することができなくなることがある。このように、臨界圧力は、表面
活性化処理の条件に依存し得る。
【００２２】
　本願発明に係る基板接合方法は、臨界圧力が、表面活性化処理が行われた接合面の、そ
の雰囲気への露出量を含むパラメータの関数として決定されるようにしてもよい。
【００２３】
　本願発明に係る基板接合方法は、表面処理が親水化処理を含むようにしてもよい。親水
化処理により、たとえば、接合面上に水酸基（ＯＨ基）を形成し、その上に水分子を付着
させることができる。これにより、第１接触状態では水分子同士での接触状態や結合状態
で留まる。ここで、臨界圧力を、押圧により接合面がこの水分子を押しのけて、ＯＨ基同
士が接触して結合する圧力であると定義することができる。この場合、第１接触状態とし
て、臨界圧力未満の圧力で押圧して、水分子を介して結合させることで、何度剥がしても
再び接触により結合させることができる。このような圧力範囲を、臨界圧力未満の圧力領
域として定義することができる。その後、第２接触状態に至るとＯＨ基同士での結合に至
り、その後引き剥がすとＯＨ基が壊れることでその後加圧しても良好な接合には至らなく
なる。
【００２４】
　あるいは、押圧により接合面が水分子を介して接合できる最大の圧力を臨界圧力と定義
してもよい。この場合、第１接触状態として、臨界圧力以下の圧力で押圧して、水分子を
介して結合させることで、何度剥がしても再び接触により結合させることができる。この
ような圧力範囲を、臨界圧力以下の圧力領域として定義することができる。
【００２５】
　臨界圧力は、水分子層の厚さや、水分子の量などに依存し得る。本願発明に係る基板接
合方法は、臨界圧力が、接合表面上の水分子層の厚さを含むパラメータの関数として決定
されるようにしてもよい。
【００２６】
　本願発明に係る基板接合方法は、親水化処理の後に、接合面上に水分子を付着させるこ
とを更に備えるようにしてもよい。
【００２７】
　本願発明に係る基板接合方法は、両基板の相対位置を測定することを、両基板の互いに
対応する箇所に設けられた両アライメントマークを含む撮影画像を取得することで行うよ
うにしてもよい。
【００２８】
　本願発明に係る基板接合方法は、補正移動量だけ基板を移動させる前に、両接合面を離
間させ、基板の移動の後に、両接合面を接触させて第１接触状態にする、ことを更に備え
るようにしてもよい。これにより、接合面へのせん断方向に掛かる応力をなくし又は軽減
して、補正移動の接合面への影響を抑制することができる。
【００２９】
　本願発明に係る基板接合方法は、両接合面が離間している状態で両基板の相対位置を測
定することを更に備えるようにしてもよい。
【００３０】
　本願発明に係る基板接合方法は、両接合面が離間している状態で両基板間の相対的位置
を測定することが、両接合面が離間している状態で、アラインメントマークを含む撮影画
像を取得し、ベクトル相関法を用いて、撮影画像内での両アライメントマークのエッジを
検出する、ことを含むようにしてもよい。
【００３１】
　本願発明に係る基板接合方法は、撮影画像を取得することが、合焦位置を両アライメン
トマークの間に設定することを含むようにしてもよい。
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【００３２】
　本願発明に係る基板接合方法は、接触状態における測定により得られた両基板の相対位
置と、離間状態における測定により得られた両基板の相対位置とに基づいて、次の接触状
態にするための接触直前の両接合面の平行度を計算し、当該計算された平行度に基づいて
、両接合面の平行度を調節するようにしてもよい。
【００３３】
　本願発明に係る基板接合方法は、補正移動量だけ基板を移動させることが、当該移動前
に接合面に掛かる圧力を低下させて、接合面が接触されている状態で行われるようにして
もよい。
【００３４】
　本願発明に係る基板接合方法は、補正移動量だけ基板を移動させることが、接合面が接
触加圧されている状態で行われるようにしてもよい。
【００３５】
　本願発明に係る基板接合方法は、両接合面が金属部を有し、第１接触状態にある少なく
とも一方の接合面の金属を加熱して溶融させ、第２接触状態にある少なくとも一方の接合
面の金属を冷却させて固定する、ことを更に備えるようにしてもよい。
【００３６】
　本願発明に係る基板接合方法は、金属の加熱の開始から所定の時間後に、両基板の相対
位置を測定するようにしてもよい。
【００３７】
　本願発明に係る基板接合方法は、第１接触状態のための接触の前には、接合面の金属は
固相状態にあるようにしてもよい。
【００３８】
　本願発明に係る基板接合方法は、少なくとも一方の接合面が樹脂部を有し、樹脂部が接
触している状態で、両基板の相対位置を測定するようにしてもよい。
【発明の効果】
【００３９】
　本願発明によれば、所望の接合特性を維持しつつ、接触状態での正確な位置ずれ測定を
行い、補正移動により位置ずれを補正するので、高い位置決め精度と良好な接合界面特性
との両方を得ることのできる基板接合方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４０】
【図１】本願発明に係る基板接合方法を示すフローチャートである。
【図２】本願発明に係る基板接合方法を示すフローチャートである。
【図３】接合装置の内部構造を示す正面図である。
【図４】ステージおよびヘッド付近を示す概略斜視図である。
【図５】一方の基板に付される２つのアライメントマークを示す図である。
【図６】他方の基板に付される２つのアライメントマークを示す図である。
【図７】両基板に関するアライメントマーク撮影画像を示す図である。
【図８】１組のマークが互いにずれている状態を示す図である。
【図９】両基板が正しく配置されている様子（非接触状態）を示す図である。
【図１０】両基板が正しく配置されている様子（接触状態）を示す図である。
【図１１】両基板が傾斜配置される様子を示す図である。
【図１２】両基板がその一端側で接触を開始する様子を示す図である。
【図１３】両基板が、水平方向における位置ずれを伴った状態で接触する様子を示す図で
ある。
【図１４】両基板の接触状態が一旦解除されてアライメント動作が実行される様子を示す
図である。
【図１５】ぼけの無い状態で取得されたマークの撮影画像を示す図である。
【図１６】ぼけを伴って取得されたマークの撮影画像を示す図である。
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【図１７】アライメントマーク撮影時の合焦状態を説明する図である。
【図１８】本願発明に係る基板接合方法を示すフローチャートである。
【図１９】補正移動経路を模式的に示す正面図である。
【図２０】本願発明の一実施例の接合方法を示す正面図である。
【図２１】本願発明の一実施例の接合方法を示す正面図である。
【図２２】基板の一例を示す側面図である。
【図２３】基板の一例を示す側面図である。
【図２４ａ】シリコン基板の接触状態での赤外線透過画像である。
【図２４ｂ】シリコン基板の接触状態での赤外線透過画像である。
【図２５】本願発明の一実施例の接合方法を示す正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００４１】
　以下、添付の図面を参照して本願発明に係る実施形態を説明する。
【００４２】
＜１．接合方法＞
　図１は、本願発明の基板同士の接合方法を示すフローチャートである。本願発明に係る
基板の接合方法によれば、工程Ｓ１１０で、一対の基板の接合面を接触させ、工程Ｓ１２
０で、接触状態（第１接触状態）にある接合面に対して、少なくとも一方の基板の接合面
の臨界圧力未満の圧力を掛け、工程Ｓ１３０で、接触状態（第１接触状態）にある基板の
相対位置を測定し、工程Ｓ１４０で、基板の補正移動量を決定し、工程Ｓ１５０で、工程
Ｓ１４０で決定された補正移動量だけ基板を移動させる。本願発明に係る基板接合方法は
、更に工程Ｓ１６０として、工程Ｓ１５０での基板移動後に、両接合面を第２接触状態に
する又は第２状態に保持する工程を備えていてもよい。以下、各工程についてより詳細に
説明する。
【００４３】
　工程Ｓ１１０では、一対の基板の接合面を接触させる。基板は、接合の際に他の基板と
接合界面を形成する接合面を有して形成される。接合面は、基板の一表面の一部又は全体
として形成される。基板の接合面は、平坦面であっても曲面であってもよい。また、両接
合面が互いに接触する際に、当該接合面ではない基板の表面部位が他の基板と接触しても
よい。あるいはまた、接合面は、その全部ではなく一部が接触するように構成されてもよ
い。
【００４４】
　工程Ｓ１２０では、上記工程Ｓ１１０後に接触状態（第１接触状態）にある接合面に対
して、少なくとも一方の基板の接合面の臨界圧力以下の圧力を掛ける。圧力の印加は、接
触と同時に開始してもよく、また接触後、ある時間経過後に開始してもよい。また、圧力
の印加は、接触状態にある時間の一部に亘って行われてもよく、全体に亘って行われても
よい。さらにまた、圧力の印加は、断続的に行われてもよく、印加中は、一定の圧力が保
たれても、時間的に変化されてもよい。
【００４５】
　「接合面の臨界圧力」とは、それを超える圧力で接合面を押すと、接合面の所望の特性
が変化し又は失われる圧力として定義されうる。
【００４６】
　たとえば、最終的に接合界面を形成する工程（本接合）の前の、接触工程（仮接合）で
接合面に圧力を掛けすぎると、両基板が接合し離間させることができなくなる場合や、離
間させることができ、再度接触し加圧しても、所望の接合ができなくなる場合がある。そ
こで、接触工程で接合面に印加する圧力を低くすると、所望の接合を行うための表面特性
を損なわずに、接触した基板を離間させることができる。このように、その後に基板が離
間されうる最低の圧力を臨界圧力と定義してもよい。
【００４７】
　あるいは、接触と離間を複数回繰り返す場合に、離間をさせることはできるが、接触又
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は接触の繰り返しにより、その後、接合工程を行っても、所望の接合強度などの特性を得
ることができなくなる。たとえば、接触界面の一部で新生表面同士が接触して、局部的に
又は微視的に強固な接合界面が形成されても、比較的小さい力で基板を離間できる場合が
ある。しかし、基板自体は離間できても、離間により上記強固に形成された接合界面が破
壊するなどして表面特性が悪化し、その結果、所望の接合特性が最終的に得られなくなる
。この場合には、接触工程での接合面に掛かる圧力を小さくすることで、新生表面の露出
や接触を十分に回避することも可能である。このように、接触工程での接合面に掛かる圧
力が実質的に高いことが原因である場合には、当該圧力を低くすることで、接触と離間を
複数回繰り返しても、最終的に所望の接合強度を得ることが可能になる。このように離間
可能で、かつ最終的に所望の接合強度が得られるための、接触工程での圧力を臨界圧力と
定義してもよい。
【００４８】
　臨界圧力は、それ以上の圧力を掛けると所望の接合を行うことができなくなる圧力と定
義されてもよく、またそれを超える圧力を掛けると所望の接合を行うことができなくなる
圧力と定義されてもよい。
【００４９】
　臨界圧力は、接合面を形成する材料、接合面上の表面層の存在の有無、表面層の特性、
表面エネルギーなど種々の要因に応じて決定することができる。したがって、本願の接合
方法は、図１の工程Ｓ１１０の前に、少なくとも一方の基板の接合面の臨界圧力を決定す
る工程（図示せず）を有していてもよい。
【００５０】
　工程Ｓ１２０において印加される圧力は、両接合面に定義される臨界圧力の小さい方の
臨界圧力以下又はこれ未満であることが好ましい。これにより、いずれの接合面に対して
も、適切な圧力の印加を確実にすることができる。一方の接合面に臨界圧力が定義されな
い場合には、臨界圧力が定義される他方の接合面の臨界圧力以下又は未満の圧力を、印加
してもよい。
【００５１】
　臨界圧力は、接触又は加圧工程を複数回行う場合、各接触工程等により変化しうる。接
触により、又接触時の加圧条件や接合面の状況により、接合面における所定の表面層の存
在又は消滅、微細表面形状などの表面特性が変化しうる。したがって、一の接触工程は、
次の接触工程の臨界圧力に影響を及ぼしうる。
【００５２】
　たとえば、接合面が所定の表面層で覆われている場合に、接触工程により、当該表面層
が部分的に破壊することで、表面特性が変化することがあり得る。
【００５３】
　その一例として、金属又はシリコンなどの材料からなる接合面が、親水化処理を経て金
属の表面が水酸基（ＯＨ基）で終端化されて形成されている場合に、接触により、当該水
酸基の層が一部破壊され、金属の新生表面同士が接触し、局部的に強固な接合界面を形成
することが考えられる。
【００５４】
　また他の例として、接触工程前の接合面上に酸化膜層が形成されている場合に、接触に
より、当該酸化膜層が一部破壊され、同様に、新生表面同士が接触し、局部的に強固な接
合界面を形成することが考えられる。あるいは、接触工程前の接合面上に水酸基（ＯＨ基
）が形成されその上に水分子が存在する場合に、接触により、水分子を追いやりＯＨ基同
士で接触する、あるいはＯＨ基層を突き抜けて、新生表面同士が接触して、局部的に強固
な接合界面を形成することも考えられる。
【００５５】
　上記例では、接合強度を所望の特性としたが、これに限られない。たとえば、接合強度
以外の機械的特性でもよく、あるいは電気的又は化学的特性でもよい。
【００５６】
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　「臨界圧力」については、以下の実施例において具体例を用いて例示的に説明する。
【００５７】
　工程Ｓ１３０では、上記工程Ｓ１１０後に接触状態（第１接触状態）にある接合面の相
対的な位置関係又は両接合面の相対位置を測定する。この測定に基づいて、接触にある接
合面が所望の位置関係にあるか否かを判断するようにしてもよい。接触にある接合面が所
望の位置関係にない場合には、測定で求められた接合面の相対的な位置関係の、所望の相
対的な位置関係からのずれ量を測定してもよい。
【００５８】
　相対位置は、たとえば、両基板の対応する位置にマークを附し、両マークの位置関係を
測定することで測定することができる。たとえば、接合面上又は接合面近傍の基板の表面
上にマークを附すと、接合面同士が接触しているときには、両マークは接合面に垂直方向
に最も接近している。このような場合には、接合面の相対位置をより直接的かつ正確に測
定することができる。したがって、対応する両基板のマークを光学的に同時に又は同一の
画像内に撮像して、その所望の位置関係からのずれ量を精度よく測定することができる。
以下で詳しく説明する。
【００５９】
　工程Ｓ１２０で接触圧力下にある状態で、接合面の相対位置を測定することがより好ま
しい。接触かつ圧力が掛かっている状態では、接合面の相対位置が、第２接触状態又は最
終的な接合状態に近づく。たとえば、接合面が比較的大きな領域を有する場合、又は一基
板上に複数の接合面が設けられている場合、接合面上の位置又は接合面の基板上の位置に
よっては、接合面の近接距離が異なる場合がある。また、現実的に基板には、そりや接合
面の高さのばらつきなどの理想的な形状からの変位が存在する。さらにまた、同様に、上
記マークの附される位置によっては、接近距離がことなる場合がある。したがって、加圧
により、基板上又は接合面上の接近距離のばらつきを低減させることができる。このため
、加圧によりより正確で均一な接触状態を形成又は維持することができる。
【００６０】
　工程Ｓ１４０では、基板の補正移動量を決定する。工程Ｓ１３０で測定された相対位置
から、所望の相対位置へと移動するための基板の補正移動量を求める。
【００６１】
　上記補正移動量は、測定された相対位置を始点、補正後に目的とする相対位置を終点と
して、その間を結ぶ基板の相対移動経路及び姿勢変更（以下、「移動経路」という。）を
含むとして定義されてもよい。この移動経路は、工程Ｓ１３０で相対位置を測定された時
点での相対位置から、所望の相対位置への最短直線経路又は最短姿勢変更動作でなくても
よい。
【００６２】
　たとえば、工程Ｓ１３０で測定が行われた相対位置から、一旦、接合面の接触状態を解
除し、すなわち接合面を離間させ、接合面にほぼ平行方向に基板を相対的に移動させ、再
び接合面同士を接触させるように、移動経路を形成してもよい。すなわち、以下の工程Ｓ
１５０では、一旦接触していた接合面又は接触していた基板が離間して、補正移動量の移
動後に、再び接触する。あるいは、工程Ｓ１３０で測定が行われた相対位置から、一旦、
接合面の接触状態での加圧を除去又は減圧させ、接触状態を保ったままで、接合面にほぼ
平行方向に基板を相対的に移動させ、再び加圧することで、移動経路を形成してもよい。
上記の移動経路の形成は、例示であって、これに限定されない。
【００６３】
　補正移動量は、所定のパラメータの関数として決定されるようにしてもよい。測定され
た基板の相対位置が、当該関数が考慮する一パラメータであることが好ましい。上記関数
のパラメータは、測定された基板の相対位置以外のパラメータを含んでいてもよい。上述
のとおり、相対位置の補正のための基板の移動経路は、種々の形状をとり得るので、その
際の基板の移動機構又は測定機構のくせや誤差などをパラメータとして考慮してもよい。
【００６４】
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　工程Ｓ１５０では、工程Ｓ１４０で決定された補正移動量だけ基板を移動させる。ある
いは、上記求められた移動経路に従って基板を移動させる。これにより、測定された位置
ずれが補正され、又は最小化される。
【００６５】
　工程Ｓ１６０では、工程Ｓ１５０で基板を移動させた後に、両接合面を第２接触状態に
する。工程Ｓ１５０での基板の移動に離間状態での移動経路が含まれている場合には、接
合面を再び接触状態にする。また、工程Ｓ１５０において、基板又は接合面が離間せずに
接触状態を保ちつつ、基板が移動する場合には、工程Ｓ１５０での移動が完了した時点で
、第２接触状態が実現されていてもよい。また、基板の接合面を含む表面が樹脂など変形
する材料で形成されている場合には、接触状態を保ちつつ、基板を離間方向に一旦移動さ
せ、接合面に平行方向への基板を移動させ、再び基板を接近させる方向に移動させて、両
接合面を第２接触状態にするようにしてもよい。
【００６６】
　第２接触状態にする又は第２接触状態を維持する工程Ｓ１６０は、接触する接合面に対
して加圧、加熱、又はこれらの両方を行う工程を含んでもよい。工程Ｓ１６０は、例えば
第１接触状態での圧力を超える圧力を加える、臨界圧力を超える圧力の印加を加える、基
板に対する電圧を掛けることで圧力を加える又は所定の温度で加熱するなどの、接合面同
士をより密着させる工程、あるいは最終的に所望される接合界面を形成する工程を含んで
もよい。これにより、再び離間又は補正移動を行うことができなくなり、あるいは敢えて
剥がすと再度接合ができなくなる場合などがありえる。
【００６７】
　すなわち、第１接触状態は、その後に補正移動が可能な接合面の接触状態であり、第２
接触状態は、その後に補正移動が出来ず、又は補正移動をすると最終的に良好な接合界面
を形成することができない接合面の接触状態であると定義することができる。
【００６８】
＜第１接触の繰り返し＞
　なお、図２に示すように、本願発明は、工程Ｓ１３０の後に、測定された相対位置が所
定の精度（許容誤差範囲）内であるか否かを判断する工程Ｓ１３５を有してもよい。工程
Ｓ１３０で測定された相対位置が所定の許容誤差範囲内又は精度以内であれば、所望の位
置決めが到達されたとして、工程Ｓ１６０に進み、工程Ｓ１３０で測定された相対位置が
所定の精度以内でなければ、工程Ｓ１４０及びＳ１５０を行い、その後再びＳ１２０、及
びＳ１３０を行い、再度、測定された測定位置が精度以内か否かを判断する（Ｓ１３５）
ようにしてもよい。工程Ｓ１３５で測定された位置が所定の精度以内と判断されるまで、
工程Ｓ１４０、Ｓ１５０、Ｓ１２０及びＳ１３０を繰り返すことが好ましい。これにより
、精度の高い基板間の位置決めを行い、最終的に接合面又は基板間で高い位置決め精度を
有する接合界面を形成することができる。
【００６９】
　工程Ｓ１１０の接触（第１接触）が複数回行われる場合には、各接触工程に応じた臨界
圧力を定義してもよい。たとえば、接触により接合面の表面状態が変わりえる場合には、
ある接触と次の接触において臨界圧力を変更する工程を設けることが有効である。
【００７０】
　なお、接触ごとにその接触後に表面状態を検査して、検査結果に応じて次の接触の臨界
圧力を定義又は計算してもよい。
【００７１】
＜第２接触状態での加圧＞
　本願発明は、図１又は図２に示す工程Ｓ１６０で第２接触状態にある接合面に対して圧
力を加える工程を有してもよい。
【００７２】
　第２接触状態で印加される圧力は、第１接触状態で印加された圧力より大きいことが好
ましい。これにより、最終的な接触工程において接合面を一層密着させることができる。
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第２接触状態で印加される圧力は、臨界圧力以上の圧力又は臨界圧力を超える圧力でもよ
い。たとえば、図２のように、第１接触状態で圧力を印加した状態を（Ｓ１２０）、相対
位置を測定する工程（Ｓ１３０）で維持し、測定された相対位置が精度以内であると判断
された後に（Ｓ１３５）、圧力を上げてもよい。
【００７３】
　第２接触状態で印加される圧力は、第１接触状態で印加される圧力と同じでもよい。た
とえば、図２のように、第１接触状態で圧力を印加した状態で（Ｓ１２０）、相対位置を
測定し（Ｓ１３０）、測定された相対位置が精度以内であると判断されるまで（Ｓ１３５
）、維持し続けてもよい。
【００７４】
　あるいは、測定された相対位置が精度以内であると判断されたら（Ｓ１３５）、減圧又
は圧力の解除を行ってもよい。
【００７５】
　第２接触状態での加圧は、例えば、以下で説明する基板接合装置１００のＺ方向昇降移
動機構４０６のような機構を用いて、機械的に基板に対して加えることができる。
【００７６】
　あるいは、第２接触状態での加圧は、基板に対して反対電荷を与えることで、この電荷
による静電気の引力を用いて、電気的に基板に対して加えてもよい。
【００７７】
　第２接触状態での加圧の態様、方法、圧力等は、上記の例に限られず、種々の具体的な
基板接合方法に応じて、適宜調節されてもよい。
【００７８】
　以下の実施形態及び実施例では、特に説明がない場合でも、矛盾のない限り、図２の繰
り返しを有する工程を含むこともできると理解すべきである。
【００７９】
＜第２接触状態での加熱＞
　本願発明は、図１又は図２に示す工程Ｓ１６０で第２接触状態にある接合面に対して熱
を加える工程を有してもよい。
【００８０】
　加熱により、所望の特性を有する接合界面を形成させることができる。加熱により、最
終的に所望の特性を有する接合界面を形成してもよい。加熱により、接合面近傍の原子の
拡散を促進させることで、接合面の表面に存在する、最終的には不要な表面層を拡散させ
て除去し、新生表面が直接接触する接合界面を形成し、微視的な表面凹凸を減らして実質
的な接合界面の面積を増大させることなどが可能になる。これにより、接合界面の機械的
特性、電気特性、化学的特性など種々の特性を向上させることができる。
【００８１】
　加熱は、上記の加圧と同時に行うことができる。または、加熱時間と加圧時間とを一部
又はすべてが重なるように、加熱と加圧とを行ってもよい。加熱と加圧とを同時に行うこ
とにより、接合面近傍の原子の拡散を一層促進させて、得られる接合界面の特性を向上さ
せ、また接合プロセスを一層効率化させることができる。
【００８２】
　たとえば、上記のように、第２接触状態で、基板に対して反対電荷を与えることで、こ
の電荷による静電気の引力を用いて、電気的に基板に対して加圧しつつ、加熱するように
してもよい。これにより、いわゆる陽極接合を行うことができる。
【００８３】
　加熱は、基板を支持する支持体（ステージ）から熱を伝導させることで行ってもよく、
基板の雰囲気のガスを加熱することでガスから熱を伝導させることで行ってもよく、接合
面を光などで照射することにより行ってもよい。
【００８４】
＜基板接合装置の構成、及び基板接合方法＞
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　次に、上に説明した接合を行うための基板接合装置の一例を説明し、その後、当該基板
接合装置を使って基板を接合する方法を説明する。
【００８５】
　図３は、本発明の一実施形態に係る基板接合装置１００の内部の概略構造を示す正面図
である。以下、全体の装置構成を説明する。なお、各図においては、便宜上、ＸＹＺ直交
座標系を用いて方向等を示している。
【００８６】
　基板接合装置１００は、チャンバ２００と、被接合物である基板３０１，３０２を対向
して支持し、両基板の相対的な位置決めをする基板支持手段４００と、基板の相対的位置
関係を測定する位置測定手段５００と、対向して支持された基板３０１，３０２の表面に
対して表面処理を行う表面処理手段６００と、を有して構成されている。
【００８７】
＜チャンバ＞
　チャンバ２００は、後述の基板支持手段４００のステージ４０１，４０２と表面処理手
段６００とを有する。また、チャンバ２００は、内部を真空引きするための真空引き手段
として、真空ポンプ２０１を備える。当該真空ポンプ２０１は、排気管２０２と排気弁２
０３とを介してチャンバ２００内の気体を外部に排出するように構成されている。チャン
バ２００は、真空チャンバとしても機能しうる。（以下、「真空チャンバ」ともよぶ。）
【００８８】
　真空ポンプ２０１の吸引動作に応じて真空チャンバ２００内の圧力が低減（減圧）され
ることによって、真空チャンバ２００内の雰囲気は真空又は低圧状態にされる。また、排
気弁２０３は、その開閉動作と排気流量の調整動作とによって、真空チャンバ２００内の
真空度を制御、調整することができる。
【００８９】
　真空ポンプ２０１は、真空チャンバ２００内の気圧を１Ｐａ（パスカル）以下にする能
力を有する。真空ポンプ２０１は、以下で説明する表面処理手段６００の表面活性化処理
手段６１０としての粒子ビーム源が作動する前のバックグラウンド圧力を、１×１０－２

Ｐａ（パスカル）以下にする能力を有することが好ましい。真空ポンプ２０１は、粒子ビ
ーム源６１０により１ｅＶから２ｋｅＶの運動エネルギーを有する粒子（エネルギー粒子
）を放射する場合には、１×１０－５Ｐａ（パスカル）以下にする能力を有することが好
ましい。これにより、粒子ビーム源６１０による表面処理中の雰囲気に存在する不純物の
量を低減させ、表面処理後に、新生表面の不要な酸化や新生表面への不純物の付着などを
防ぐことができる。さらに、粒子ビーム源６１０は、比較的高い加速電圧を印加すること
ができるので、比較的高い真空度では、高い運動エネルギーを粒子に付与することができ
る。したがって、効率良く表面層の除去及び新生表面のアモルファス化を行い、表面を活
性化することができると考えられる。
【００９０】
　真空ポンプ２０１の作動により比較的高い真空に引くことで、粒子ビームの照射により
基板表面の表面層から除去された物質が効率よく雰囲気（真空チャンバ２００）外へ排気
される。すなわち、露出された新生表面へ再び付着し汚染するような、望ましくない物質
が雰囲気外へ効率よく排気される。
【００９１】
＜基板支持手段＞
　図３に示す基板支持手段４００は、基板３０１，３０２を支持するステージ４０１，４
０２と、それぞれのステージを移動させるステージ移動機構４０３，４０４と、Ｚ軸方向
に基板同士を加圧する際の圧力を測定する圧力センサ４０８，４１１と、基板を加熱する
基板加熱手段４２０とを有して構成されている。
【００９２】
　基板３０１，３０２は、ステージ４０１，４０２の支持面に取り付けられる。ステージ
４０１，４０２は、機械式チャック、静電チャックなどの保持機構を有し、これにより基
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板を支持面に固定して保持し、又は保持機構を開放することで基板を取り外すことができ
るように構成されている。
【００９３】
　図３において下側の第１ステージ４０１は、スライド式の第１ステージ移動機構４０３
を有して構成され、これにより、第１ステージ４０１は、真空チャンバ２００に対して又
は上側の第２ステージ４０２に対してＸ方向に並進移動することができる。
【００９４】
　図３において上側の第２ステージ４０２は、アラインメントテーブルとも呼ばれるＸＹ
方向並進移動機構４０５を有し、これにより第２ステージ４０２は真空チャンバ２００に
対して又は下側の第１ステージ４０１に対して、ＸＹ方向に並進移動することができる。
【００９５】
　第２ステージ４０２は、アラインメントテーブル４０５に連結されたＺ方向昇降移動機
構４０６を有し、これにより第２ステージ４０２は、上下方向又はＺ方向に移動し、両ス
テージ４０１，４０２間のＺ方向の間隔を変え又は調節することができるように構成され
ている。また、両ステージ４０１，４０２は、保持する基板３０１，３０２の対向する接
合面同士を接触させ、又は接触中に加圧することができる。
【００９６】
　Ｚ方向昇降移動機構４０６には、そのＺ軸に係る力を測定するＺ軸圧力センサ４０８が
配置され、これにより加圧下で接触している接合面に垂直方向に係る力を測定し、接合面
に係る圧力を計算することができる。Ｚ軸圧力センサ４０８には、例えばロードセルを用
いてもよい。
【００９７】
　図３及び図４に示すように、アラインメントテーブル４０５と第２ステージ４０２との
間には、３つのステージ圧力センサ４１１（４１１ａ，４１１ｂ，４１１ｃ）と、各ステ
ージ圧力センサ４１１においてＺ軸方向にピエゾアクチュエータ４１２（４１２ａ，４１
２ｂ，４１２ｃ）とが設けられている。各ステージ圧力センサ４１１とピエゾアクチュエ
ータ４１２の組は、第２ステージ４０２の基板支持面上の非同一線上の異なる３つの位置
に配置されている。より詳細には、３つのステージ圧力センサ４１１と、３つのピエゾア
クチュエータ４１２とにより構成される各組は、略円柱状の第２ステージ４０２の略円形
上面内の外周部付近において略等間隔で配置されている。また、３つの圧力検出センサ４
１１は、対応する各ピエゾアクチュエータ４１２の上端面とアライメントテーブル４０５
の下面とを接続している。これにより、ステージ圧力センサ４１１により基板の接合面に
掛かる力又は圧力の分布を測定することができる。そして、ピエゾアクチュエータ４１２
を互いに独立にＺ方向に伸縮させることで上記力又は圧力の分布を微細又は正確に調節し
、或いは基板の接合面に掛かる力又は圧力を、接合面に亘って均一又は所定の分布にする
ように制御することができる。
【００９８】
　第２ステージ４０２には、Ｚ軸周り回転移動機構４０７が設けられ、第２ステージ４０
２をＺ軸周りに回転させることができる。回転移動機構４０７により、第２ステージ４０
２を第１ステージ４０１に対してＺ軸周りの回転位置θを制御して、両基板の回転方向の
相対的位置を制御することができる。
【００９９】
　なお、図３に示す実施例では、Ｚ方向昇降移動機構４０６は、基板支持手段４００に連
結されて構成されているが、これに限られない。たとえば、真空チャンバ２００内で基板
同士を接触させ接合させるのではなく、表面処理を行った後に、真空チャンバ２００以外
のチャンバに移動して、基板同士を接触させ接合させる接合機構（図示せず）を配置して
もよい。
【０１００】
＜基板加熱手段＞
　上述のとおり、図３のステージ４０１，４０２は、それぞれ基板加熱手段４２０として
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、ヒータ４２１，４２２を内蔵している。ヒータ４２１，４２２は、例えば電熱ヒータで
ジュール熱を発するように構成される。ヒータ４２１，４２２は、ステージ４０１，４０
２を介して熱を伝導させ、ステージ４０１，４０２に支持されている基板３０１，３０２
を加熱する。ヒータ４２１，４２２が発する熱量を制御することで、基板３０１，３０２
の温度や各基板の接合面の温度を調節し制御することができる。
【０１０１】
＜位置測定手段＞
　図３に示す基板表面処理装置１００は、基板３０１，３０２の相対的位置関係を測定す
るための位置測定手段５００として、真空チャンバ２００に設けられた窓５０３と、光源
（図示せず）と、光源から発せられ両基板３０１，３０２のマークが設けられた部分（図
示せず）を通過して上記窓５０３を通過して真空チャンバ２００の外部に伝播する光と上
記マークの影とを撮像する複数のカメラ５０１，５０２とを有して構成されている。
【０１０２】
　図３に示される位置測定手段５００は、Ｚ方向に伝播する光をＸＹ面方向に屈折させる
ミラー５０４，５０５を有し、カメラ５０１，５０２はＹ方向に屈折した光を撮像するよ
うに配置されている。この構成により、Ｚ軸方向の装置の大きさを小さくすることができ
る。
【０１０３】
　図３では、カメラ５０１，５０２は、それぞれ、同軸照明系を有している。光源は、第
１ステージ４０１の上側に設けられてもよく、また、カメラ５０１，５０２側からその光
軸を進むように光を発するように設けられてもよい。なお、カメラ５０１，５０２の各同
軸照明系の光としては、基板３０１，３０２のマークが附された部分及び両ステージなど
の光が通過すべき箇所を透過する波長領域（例えば基板がシリコンで出来ている場合には
、赤外光）の光を用いる。
【０１０４】
＜基板のアラインメント＞
　基板接合装置１００は、上記位置測定手段５００と、ステージの位置決めをする各移動
機構４０３～４０７と、これらに接続されたコンピュータ７００とを用いて、水平方向（
Ｘ及びＹ方向）並びにＺ軸周りの回転方向（θ方向）について、基板３０１，３０２の各
々の真空チャンバ２００内の位置（絶対的位置）又は基板３０１，３０２間の相対的位置
とを測定及び制御することができるように構成されている。
【０１０５】
　基板３０１，３０２には、測定用の光が通過する箇所が規定されており、ここにマーク
が附されていて、通過光の一部を反射、遮断又は屈折させる。カメラ５０１，５０２が通
過光を受光すると、明視野像である撮影画像内でマークは暗く現れる。あるいは、マーク
からの反射光を受光する場合には、マークは暗い画像内に明るく現れる。マークは、好ま
しくは、基板に複数個、例えば基板の対向する２つの角に設けられている。これにより、
複数個のマークの位置から、基板３０１又は３０２の絶対的位置を特定することができる
。
【０１０６】
　好ましくは、基板３０１，３０２の対応する箇所、例えば接合時にＺ方向に重なり合う
位置に、対応するマークが附されている。基板３０１，３０２の両方のマークを同じ視野
内で観測して、その相対的ずれ（Δｘ，Δｙ）を測定する。複数個所での相対的ずれ（Δ
ｘ，Δｙ）を測定することで、基板３０１，３０２の相対的位置（ΔＸ，ΔＹ，Δθ）を
計算することができる。
【０１０７】
　後述するように、位置ずれ量ΔＤの測定動作は、両基板３０１，３０２の非接触状態に
おいて実行されるとともに、両基板３０１，３０２の接触状態においても実行される。
【０１０８】
＜マークを用いた基板の相対位置測定＞
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【０１０９】
　図５及び図６に示すように、両基板３０１，３０２には、それぞれ、位置合わせ用のマ
ーク（以下、アライメントマークなどとも称する）ＭＫが付されている。例えば、一方の
基板３０１に２つのアライメントマークＭＫ１ａ，ＭＫ１ｂ（図５）が設けられ、他方の
基板３０２に２つのアライメントマークＭＫ２ａ，ＭＫ２ｂ（図６）が設けられる。
【０１１０】
　位置測定手段５００は、両基板３０１，３０２が対向する状態において、カメラ５０１
，５０２の各同軸照明系から出射された照明光の透過光及び反射光に関する撮影画像（画
像データ）ＧＡを用いて、両基板３０１，３０２の位置を認識することもできる。換言す
れば、両基板３０１，３０２の位置合わせ動作（ファインアライメント動作）のための位
置ずれ測定は、当該位置測定手段（カメラ等）５０１，５０２により、両基板３０１，３
０２に付された２組のアライメントマーク（ＭＫ１ａ，ＭＫ２ａ），（ＭＫ１ｂ，ＭＫ２
ｂ）の位置を同時に認識することによって実行される。
【０１１１】
　より詳細には、図３に示すように、カメラ５０１，５０２における同軸照明系の光源（
不図示）から水平方向に出射された光は、ミラー５０４，５０５で反射されて、その進行
方向が変更され垂直方向上方に進行する。当該光は、さらに、窓５０３および両基板３０
１，３０２の一部（あるいは全部）を透過した後に両基板３０１，３０２の各マーク（Ｍ
Ｋ１ａ，ＭＫ２ａ），（ＭＫ１ｂ，ＭＫ２ｂ）で反射され、当該反射光は逆向き（垂直方
向下向き）に進行する。そして、再び、窓５０３を透過してミラー５０４，５０５で反射
されて、その進行方向が水平方向に変更され、カメラ５０１，５０２内の撮像素子に到達
する。位置測定手段５００は、このようにして両基板３０１，３０２に関する光像として
、マークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａを含む画像ＧＡａとマークＭＫ１ｂ，ＭＫ２ｂを含む画像Ｇ
Ａｂとを取得し（図７）、当該画像ＧＡａ，ＧＡｂに基づいて両基板３０１，３０２に付
された或る各組のマーク（ＭＫ１ａ，ＭＫ２ａ），（ＭＫ１ｂ，ＭＫ２ｂ）の位置を認識
する。当該マークの画像と相対位置に基づいて、計算機手段（図示せず）により当該１組
のマーク（ＭＫ１ａ，ＭＫ２ａ），（ＭＫ１ｂ，ＭＫ２ｂ）相互間の位置ずれ量（Δｘａ
，Δｙａ）を求めることができる（図８）。
【０１１２】
　図７は、マークの各組（ＭＫ１ａ，ＭＫ２ａ），（ＭＫ１ｂ，ＭＫ２ｂ）がほぼ所望の
位置にある状態を示し、図８は、１組のマーク（ＭＫ１ａ，ＭＫ２ａ）が所望の位置から
互いにずれている状態を示している。
【０１１３】
　図８に示すように、各画像ＧＡａ，ＧＡｂ（図８では画像ＧＡａが示されている）につ
いて、基板３０１，３０２のマークの幾何学的関係に基づいて、各マークの組ごとに位置
ずれ量（Δｘａ，Δｙａ），（Δｘｂ，Δｙｂ）が求められる。
【０１１４】
　基板３０１，３０２の相対位置を正確に測定するために、一旦基板と接近又は接触させ
てもよい。この場合、各ステージ４０１，４０２を移動させる際には、再度基板３０１，
３０２を離間させるようにしてもよい。
【０１１５】
＜補正移動量の算出及び移動動作＞
　この２組の位置ずれ量（Δｘａ，Δｙａ），（Δｘｂ，Δｙｂ）に基づいて、Ｘ方向、
Ｙ方向およびθ方向における両基板３０１，３０２の所望の位置からの相対的ずれ量ΔＤ
（詳細にはΔｘ，Δｙ，Δθ）を算出する。当該相対的ずれ量ΔＤが、その後の補正移動
による補正移動量に対応するものである。
【０１１６】
　基板３０１，３０２間の相対的ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δθ）に対応して、コンピュータ
７００は、基板を最終的に（－Δｘ，―Δｙ，―Δθ）だけ移動させるような補正移動の
経路を計算し、当該補正経路に従って両基板３０１，３０２を移動させるように、各ステ
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ージ４０１，４０２の移動機構に指示を出す。
【０１１７】
　補正移動は、相対的ずれ量ΔＤがゼロ又は低減されるように、行われる。図３に示す基
板接合装置１００の場合には、基板３０２を支持するサポート４０２が、基板３０１を支
持するサポート４０１に対して、最終的に相対的ずれ量（－ΔＤ）だけ移動するように、
ステージ機構４０４を２つの並進方向（Ｘ方向およびＹ方向）と回転方向（θ方向）とに
駆動される。これにより、両基板３０１，３０２が相対的に移動され、上記の位置ずれ量
ΔＤが補正される。
【０１１８】
　補正移動は、基板の接合面が離間した状態で行う場合と、接触した状態で行う場合とが
考えられる。それぞれの、補正移動については、以下で説明する。
【０１１９】
　このようにして、鉛直方向（Ｚ方向）に垂直な平面（水平平面）内における位置ずれ量
ΔＤ（詳細にはΔｘ，Δｙ，Δθ）が測定され、当該位置ずれ量ΔＤを補正するアライメ
ント動作（ファインアライメント動作）が実行される。
【０１２０】
　相対的位置の測定及び位置決め動作は、複数回繰り返して行ってもよい。
【０１２１】
　なお、ここでは、２つのカメラ５０１，５０２を用いて、２つの撮影画像ＧＡａ，ＧＡ
ｂを並列的に（ほぼ同時に）撮影して取得する場合を例示するが、これに限定されない。
たとえば、１つのカメラをＸ方向及び／又はＹ方向に移動することによって、各撮影画像
ＧＡａ，ＧＡｂを逐次的に撮影して取得するようにしてもよい。また、各マークの組を同
じ光軸上で同時に撮像したが、これに限られない。たとえば、基板が並進方向（Ｘ方向お
よびＹ方向）において別の位置にあるときに、それぞれの基板の位置に対して配置された
２組（合計４個の）カメラを用いて行ってもよい。カメラの光軸の位置関係が分かってい
てれば、それぞれのカメラで、対応するマーク（ＭＫ１ａ，ＭＫ２ａ）のそれぞれを、撮
像した後に、これらを合成することで、基板を並進方向においてほぼ接合位置に移動させ
て位置決めを行うことができる（ラフアラインメント）。
【０１２２】
＜補正移動経路＞
　上述のとおり、補正移動として、主に基板の接合面が離間した状態で行う場合（第１実
施形態）と、接触した状態での移動を含む場合（第２実施形態）との各々の場合について
、以下に説明する。
【０１２３】
＜第１実施形態＞
　本実施形態による基板の接合方法は、図１に示す工程Ｓ１４０の補正移動量だけ基板を
移動させる工程が、接合面を離間させることを含む。
【０１２４】
　本実施形態では、主に工程Ｓ１４０について説明し、他の工程については、上記説明の
事項を含み、その他の説明の事項についても矛盾しない限り、本実施形態について適用さ
れる。
【０１２５】
　本実施形態では、工程Ｓ１４０は、たとえば、接触状態にある基板を接合面に対して実
質的に垂直方向（Ｚ方向）に離間させ、離間された基板を接合面に対して平行方向（ＸＹ
面内方向）に移動させ、基板の接合面を再び接近させて接触させることを含むようにして
もよい。当該再接触させることは、工程Ｓ１６０の接合面を第２接触状態にすることに含
めて考えてもよい。
【０１２６】
　基板を接合面に対して実質的に平行方向（ＸＹ面内方向）に移動させる際に、接合面が
離間状態にあることで、せん断方向の力が接合面に負荷されることを回避し、接合面の特
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性変化を最小限に抑制することができる。
【０１２７】
　しかし、離間動作を含む補正移動工程は、上記に限られない。たとえば、接合面の特性
に応じて、接触状態での接合面に対して平行方向の移動が含まれていてもよい。また、上
記説明では、離間動作と、平行方向移動動作と、接近動作とをこの順に行ったが、これら
の動作の順番、回数、各動作での移動量又は移動経路を適宜組み合わせて、補正移動工程
を構成してもよい。また、移動方向が、ＸＹ方向成分とＺ方向成分とを含む、たとえば斜
め方向の移動動作を含んでいてもよい。
【０１２８】
＜接触離間の繰り返し動作＞
　上述のとおり、基板間の相対的位置間関係が判明した後に、一旦基板を離間させ、位置
補正移動を行い、再び接触させることで、正確な位置決めを実現することができる。しか
し、それでも十分な精度の位置決めを得られないことがある。このような場合には、位置
ずれを測定し、その測定値が所定の誤差許容範囲（精度）以内になるまで、離間と接触動
作を繰り返すことにより、位置決め精度を向上させることができる。以下、より具体的に
説明する。
【０１２９】
　図９から図１４では、接合面として複数のパッド３１１，金属バンプ３１２を有する、
半導体基板（例えばシリコン基板、シリコンウエハ）３０１，３０２を用いた例を説明す
る。マークＭＫは、接合面（接合部）３１１，３１２の脇であって基板の接合時に向かい
合う面上に付されている。しかし、この例は、接触離間の繰り返し動作を説明するための
一例であり、本願発明又は本実施形態はこれに限定されない。
【０１３０】
　図１８は、接触離間を繰り返す基板接合方法の工程を示すフローチャートである。本フ
ローチャートは、図２のフローチャートに対して、工程Ｓ１５０が接合面を離間させる工
程（Ｓ１５１）と接合面を平行移動させる（Ｓ１５２）工程とを有している点で主に相違
する。以下、相違点について説明する。
【０１３１】
　図９は、第１接触状態にもたらされる前に、接合面に対して垂直方向に離間し、接触し
ていない状態にある基板３０１，３０２を示している。図９では、両基板３０１，３０２
が水平方向においてほぼ正しい位置関係を有している状態を示している。
【０１３２】
　その後、工程Ｓ１１０において、Ｚ方向昇降移動機構４０６を駆動することによって、
ステージ４０２を下降させて、両基板３０１，３０２を接触させる（工程Ｓ１１０、図１
０）。図１０は、両基板３０１，３０２が、水平方向において正しい位置関係を有する状
態で、接触している様子を示している。なお、このとき、圧力検出センサ４０８の検出結
果に基づいて、両基板３０１，３０２の接合面相互間の接触圧が所定値（たとえば０．１
Ｎ／ｍｍ２又は１ＭＰａ程度）になるように調整される。
【０１３３】
　しかしながら、このような接触動作後においては、実際には、図１３に示すように両基
板３０１，３０２は正しい位置関係（図１０）からずれていることが多い。このような接
触に伴う位置ずれは、仮に両基板３０１，３０２が接触前に正しい位置関係を有していた
としても、両基板３０１，３０２が接触する際に物理的な衝撃力が作用することなどに起
因して生じ得る。
【０１３４】
　また、特に、このような位置ずれは、次のような要因によって招来されることがある。
具体的には、接触前の時点において、図９のような理想状態（平行配置状態）とは異なる
状態（傾斜状態）で両基板３０１，３０２が配置されることがある。より詳細には、図１
１に示すように、ステージ４０１，４０２の両者の間の平行度が十分ではなく、両ステー
ジ４０１，４０２（ひいては両基板３０１，３０２）が互いに対して若干傾いて配置され
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ることがある。
【０１３５】
　そして、このような場合には、図１２に示すように、基板３０２の下降に伴って、まず
、所定方向における一端側（たとえば図の右側）において基板３０２が基板３０１に接触
する。その後、当該接触部分での摺動動作を伴いながら基板３０２が基板３０１に対して
水平方向（たとえば図の右側）に移動するとともに、基板３０２が他端側（たとえば図の
左側）においても下降する。このようにして、両基板３０１，３０２が徐々に平行状態に
近づくように相対的な姿勢が変更されて、当該両基板３０１，３０２の接触面積が徐々に
増大していく。なお、両基板３０１，３０２の接触動作および摺動動作は、より詳細には
、基板３０２の金属バンプ３１２が、当該金属バンプ３１２に対向する（基板３０１の）
パッド３１１に接触しつつ移動することによって行われる。そして、このような動作の結
果、図１３に示すように、両基板３０１，３０２が、水平方向における位置ずれを伴った
状態で接触する。
【０１３６】
　なお、ここでは、位置ずれの要因の一つとして、両基板３０１，３０２の傾斜配置を例
示した。ただし、実際には、両基板３０１，３０２が傾斜していない場合にも種々の要因
によって、上記のような位置ずれが生じ得る。
【０１３７】
　上記のような接触後の位置ずれを解消することを企図して、この実施形態に係る接合装
置１は、基板３０１，３０２が接触した状態において、両基板３０１，３０２の水平方向
における位置ずれを測定する。そして、当該基板接合装置１００は、当該位置ずれを補正
して両基板３０１，３０２の位置合わせを行う。このような動作によれば、両基板３０１
，３０２を水平方向において更に正確に位置決めした状態で、当該両基板３０１，３０２
を接合することが可能である。
【０１３８】
　具体的には、まず、工程Ｓ１３０において、第１接触状態において臨界圧力未満の圧力
下（図１３）にある両基板３０１，３０２の撮影画像ＧＡａ，ＧＡｂ（図７）が取得され
る。そして、当該２つの撮影画像ＧＡａ，ＧＡｂに基づいて両基板３０１，３０２のＸ方
向、Ｙ方向およびθ方向の位置ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δθ）がそれぞれ測定される。
【０１３９】
　ここにおいて、両基板３０１，３０２の第１接触状態（工程Ｓ１３０）においては、被
基板３０１の表面上の凸部であるパッド３１１と基板３０２の表面上の凸部である金属バ
ンプ３１２とが接触している。一方、基板３０１の表面上の非凸部に設けられたマークＭ
Ｋ１と基板３０２の表面上の非凸部に設けられたマークＭＫ２とは、図９（あるいは図１
１）等に示すように、Ｚ方向において離間して配置されている。
【０１４０】
　そして、Ｚ方向に離間した両マークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａを同時に読み取った画像ＧＡａ
に基づきベクトル相関法を用いてずれ量（Δｘａ，Δｙａ）が算出される。（ベクトル相
関法を用いた位置ずれ測定については後述する。）同様に、Ｚ方向に離間した両マークＭ
Ｋ１ｂ，ＭＫ２ｂを同時に読み取った画像ＧＡｂに基づきベクトル相関法を用いてずれ量
（Δｘｂ，Δｙｂ）が算出される。そして、ずれ量（Δｘａ，Δｙａ），（Δｘｂ，Δｙ
ｂ）に基づいて、両基板３０１，３０２の水平方向における位置ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δ
θ）が測定される。
【０１４１】
　その後、工程Ｓ１３５において、当該位置ずれ量が許容誤差範囲内に収まっていないと
判定されると、工程Ｓ１４０に進む。
【０１４２】
　なお、位置ずれ量が所定の許容誤差範囲内に収まっているか否かは、３つの位置ずれ量
（Δｘ，Δｙ，Δθ）及び平行度の全てがそれぞれの許容誤差範囲に収まっている旨の条
件を充足するか否かに基づいて判定されてもよい。
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【０１４３】
　また、位置ずれ量が所定の許容誤差範囲内に収まっているか否かは、３つの位置ずれ量
（Δｘ，Δｙ，Δθ）及び平行度の内の全てについての位置ずれ測定と補正動作とを同時
に行うのではなく、先ずいくつかのパラメータについて位置ずれ測定と補正動作とを行っ
た後に、他のパラメータについて位置ずれ測定と補正動作とを行うようにしてもよい。た
とえば、先ず、平行度が許容誤差範囲に収まっているか否かを判断し、補正動作を行うこ
とを繰り返し、所定の平行度が得られたら、（Δｘ，Δｙ，Δθ）について、その値が許
容誤差範囲に収まっているか否かを判断し、補正動作を行うことを繰り返すようにしても
よい。
【０１４４】
　本願発明の位置ずれ測定及びその補正動作は、上記例に限られず、種々の位置ずれ量に
ついて、種々の順序で行うように構成することができる。
【０１４５】
　工程Ｓ１４０では、接合面に垂直方向に基板を移動させて接合面を離間させる経路と、
上記測定により求められた接合面にほぼ水平方向面内の位置ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δθ）
を補正するための基板の移動経路と、接合面に垂直方向に基板を移動させて接合面を再び
接触させる経路とを含む、基板の補正移動量（移動経路）を決定する。
【０１４６】
　工程Ｓ１５１では、両基板３０１，３０２をＺ方向において相対的に離れる向きに移動
させ、両基板３０１，３０２の接触状態を一旦解除する（図１４）。詳細には、基板３０
２を支持するステージ４０２が上昇されることによって、両基板３０１，３０２の接触状
態が解除される。
【０１４７】
　そして、工程Ｓ１５２において、両基板３０１，３０２の非接触状態、すなわち両基板
３０１，３０２が水平方向において自由に移動可能な状態で、両基板３０１，３０２が当
該位置ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δθ）を補正すべく相対的に移動され、位置合わせ動作（ア
ライメント動作）が実行される（図１４）。具体的には、基板３０１を支持するステージ
４０１がチャンバ２００に対して固定された状態において、基板３０２を支持するステー
ジ４０２が、位置ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δθ）を解消するように、Ｘ方向、Ｙ方向および
θ方向に移動する（図１４の左向き矢印参照）。
【０１４８】
　その後、工程Ｓ１１０に戻り、接合装置１００は、Ｚ方向昇降駆動機構４０６を駆動し
て、ステージ４０２を下降させ、両基板３０１，３０２を再度接触させる。
【０１４９】
　そして、第１接触状態での臨界圧力未満の圧力下で（工程Ｓ１２０）、両基板３０１，
３０２の位置ずれ測定動作が再度実行され（工程Ｓ１３０）、測定された位置ずれが許容
誤差範囲内であるか判断される工程（Ｓ１３５）に進む。
【０１５０】
　上記のような動作（特に、接触状態における位置ずれ測定動作、および位置ずれを補正
する補正動作）を、１回、あるいは所定周期（たとえば１秒）間隔等で複数回繰り返し実
行することにより、両基板３０１，３０２相互間における接触動作自体に起因する位置ず
れを低減することができる。したがって、両基板３０１，３０２は、接触後の最終状態に
おいても、水平方向において非常に高い精度（たとえば許容誤差が０．２マイクロメート
ル以内）でアライメントされる（図１０）。
【０１５１】
　そして、工程Ｓ１３５において、両基板３０１，３０２の位置ずれが許容誤差範囲内に
収まっていると判定されると、工程Ｓ１６０に進む。
【０１５２】
　工程Ｓ１６０においては、両基板３０１，３０２の接合面に対して加圧とともに加熱す
ることで、両基板３０１，３０２間の最終的な接合界面を形成するようにしてもよい。具
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体的には、基板３０２の金属バンプ３１２が基板３０１のパッド３１１に接触した状態で
、金属バンプ３１２が加熱溶融されパッド３１１に対して接合される。その後、適宜の冷
却期間を経て金属バンプ３１２が固化した後に加圧状態が解除される。このようにして、
両基板３０１，３０２が良好にアライメントされて最終的な接合が達成される。
【０１５３】
　以上のように、この実施形態に係る動作によれば、第１接触状態という最終的な接合位
置に比較的近い状態で、かつ所定の圧力下で位置ずれが測定され、当該圧力が離間圧力未
満であるので接合面の特性を損なわずに位置決め精度が獲られるまで当該位置ずれを補正
するアライメント動作が実行されるので、両基板３０１，３０２を非常に高精度にアライ
メントすることが可能である。この結果、両基板３０１，３０２等で構成されるデバイス
（半導体デバイス）等が非常に精密に製造される。
【０１５４】
＜ベクトル相関法によるマークのぼけ補正＞
　また、工程Ｓ１３０においては、上述したように、基板３０１に付されたアライメント
マークＭＫ１ａと基板３０２に付されたアライメントマークＭＫ２ａとの双方を含む撮影
画像ＧＡａが取得される（図５～図７参照）。同様に、基板３０１に付されたアライメン
トマークＭＫ１ｂと基板３０２に付されたアライメントマークＭＫ２ｂとの双方を含む撮
影画像ＧＡｂが取得される。そして、撮影画像ＧＡａ，ＧＡｂに基づいて両基板３０１，
３０２の位置ずれが測定される。
【０１５５】
　ここで、位置測定用の撮影画像ＧＡａは、基板３０１に付されたアライメントマークＭ
Ｋ１ａと基板３０２に付されたアライメントマークＭＫ２ａとが同時に読み取られて取得
された画像である。同様に、位置測定用の撮影画像ＧＡｂは、基板３０１に付されたアラ
イメントマークＭＫ１ｂと基板３０２に付されたアライメントマークＭＫ２ｂとが同時に
読み取られて取得された画像である。
【０１５６】
　仮に２つのアライメントマークを２つの異なる画像でそれぞれ別個に読み取る場合には
、当該２つの画像の座標系相互間のマッチング誤差等に起因する相対的な位置誤差が、２
つのアライメントマークの位置ずれ検出時に生じ得る。たとえば、基板３０１に付された
アライメントマークＭＫ１ａを画像ＧＣ（図示せず）で取得し、基板３０２に付されたア
ライメントマークＭＫ２ａを別の画像ＧＤ（図示せず）で読み取る場合には、画像ＧＣに
おける座標系と画像ＧＤにおける座標系とのマッチング誤差等に起因して、２つのアライ
メントマークのＭＫ１ａ，ＭＫ２ａの相互間のずれ量に誤差が生じ得る。特に、２つの画
像ＧＣ，ＧＤが別個の時点で取得されるために、種々の振動等によって２つのアライメン
トマークのＭＫ１ａ，ＭＫ２ａの相対位置関係が正しく把握されず、誤差が生じることも
ある。
【０１５７】
　一方、上記実施形態の態様によれば、撮影画像ＧＡａは、両基板３０１，３０２に付さ
れたアライメントマークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａを同時に読み取って取得された画像である。
したがって、当該画像ＧＡａを用いることによれば、上記のような誤差の発生を防止でき
る。画像ＧＡｂに関しても同様である。
【０１５８】
＜ベクトル相関法＞
　また、工程Ｓ１５１後に、両アライメントマークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａをＺ方向に離間さ
せた状態で撮影画像ＧＡａを取得して、位置ずれを測定してもよい。マークが離れた状態
では、同一撮影画像内で両方のマークに対して焦点を合わせることはできないので、少な
くとも一方のマークの輪郭（エッジ）がぼける。このような場合には、撮影画像ＧＡａ内
の両アライメントマークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａに対応する部分のエッジをベクトル相関法に
より検出することが有効である。
【０１５９】
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　図１５は、ぼけの無い状態で取得されたマークＭＫ１ａの撮影画像（円形形状）を示す
概念図であり、図１６は、ぼけを伴って取得されたマークＭＫ１ａの撮影画像（円形形状
）を示す概念図である。本実施形態に係るベクトル相関法においては、エッジ図形の特徴
量（たとえばエッジ部分での濃淡情報（濃淡の傾斜方向））がベクトル化された状態で取
得される。そして、両マークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａの画像に関するエッジ部分でのベクトル
の「向き」の情報が主に用いられて比較動作が実行される。そのため、両マークＭＫ１ａ
，ＭＫ２ａの画像を画素単位で比較する場合に比べて、画像のぼけ具合による影響が低減
される。
【０１６０】
　このように、ベクトル相関法を用いることによれば、画像のぼけ具合による影響を低減
することが可能であり、アライメントマークの位置を精度良く検出することができる。な
お、撮影画像ＧＡｂにおいても同様である。
【０１６１】
　また、上記実施形態の撮像部（カメラ）５０１，５０２は、それぞれ、物体からの光の
結像位置を調節する焦点位置調節機構を有している。焦点位置調節機構は、撮影レンズの
レンズ位置を移動させ、所定の被写体距離に存在する物体からの光を撮像面に結像させる
ことによって、当該物体の像を合焦状態で撮影させることができる。そして、撮影画像Ｇ
Ａａ，ＧＡｂは、それぞれ、たとえば次のような合焦状態で取得される。
【０１６２】
　具体的には、撮影画像ＧＡａは、アライメントマークＭＫ１ａのＺ方向位置ＰＺ１（Ｐ
Ｚ１ａ）とアライメントマークＭＫ２ａのＺ方向位置ＰＺ２（ＰＺ２ａ）との間のＺ方向
位置ＭＰ（図１７）の仮想物体からの光が撮像部（カメラ）５０１の撮像面に結像する状
態で、取得される。同様に、撮影画像ＧＡｂは、アライメントマークＭＫ１ｂのＺ方向位
置ＰＺ１（ＰＺ１ｂ）とアライメントマークＭＫ２ｂのＺ方向位置ＰＺ２（ＰＺ２ｂ）と
の間のＺ方向位置ＭＰの仮想物体からの光が撮像部（カメラ）５０２の撮像面に結像する
状態で、取得される。
【０１６３】
　このように、両アライメントマークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａの間（好ましくは中間（中央）
）に焦点を合わせることによれば、両アライメントマークＭＫ１ａ，ＭＫ２ａのぼけ具合
のバランスを図り（一方のぼけ具合が非常に大きくなることを防止し）、高精度に位置ず
れを検出することが可能である。
【０１６４】
　また、本実施形態においては、表面活性化処理が施された両基板３０１，３０２（具体
的には、パッド３１１および金属バンプ３１２）に対して、工程Ｓ１２０の接触動作が（
多くの場合）複数回繰り返し実行される。この接触動作（加圧接触動作）によれば、接合
界面における不要な再吸着物層が押し破られて除去され、接合界面におけるボイドが低減
された良好な活性化接合が達成され得る。より詳細には、再吸着物層がこの接触動作に伴
って押し破られて除去され、当該再吸着物層の下の新生面が露出することによって、良好
な接合が実現される。
【０１６５】
　一般的に、２つの接合表面はそれぞれ微視的には比較的大きな凹凸を有しており、比較
的少数の点で接触している。仮に、１回の接触動作のみで再吸着物層を押し破ろうとする
と、比較的少数の点（たとえば１点）で再吸着物層を潰すことになるため、比較的大きな
圧力を要する。
【０１６６】
　一方、本実施形態において、工程Ｓ１２０の接触動作が複数回繰り返し実行される場合
には、両基板３０１，３０２の再接触動作（工程Ｓ１２０）に伴って多数の箇所で再吸着
物層が押し破られて除去され、両者の接合表面相互間での接触点が増大し、両基板３０１
，３０２が多数の点で接触する。たとえば、１回目の接触動作直後よりも２回目の接触動
作直後の方が、両基板３０１，３０２は比較的多数の点で接触する。そのため、多数の点
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において新生面が露出して良好な接合が実現される。また、１回のみの接触動作が行われ
る場合に比べて、比較的小さな圧力（接触圧）でも良好な接合が可能になる。
【０１６７】
＜平行度の調整＞
　なお、接触後の位置ずれ測定に応じて、平行度の調整動作を実行するようにしてもよい
。
【０１６８】
　上述したように、図１０のようにステージ４０１，４０２との両者の平行度が十分では
なく、当該両ステージ４０１，４０２が傾いて配置され、ひいては両基板３０１，３０２
が傾斜して（非平行状態で）配置されることがある。そして、このような傾斜に起因して
、接触状態におけるずれ等が大きくなることがある。
【０１６９】
　たとえば、図１２に示す状態で接合面３１１，３１２同士が接触し、さらに接触させる
と接合面方向に基板が滑って動く（摺動する）。基板全面で両接合面が接触状態になった
時点では、傾斜がなかった場合と比べて、接触開始前の傾斜に関連する接合面内方向の位
置ずれが生じている。
【０１７０】
　非接触状態における両基板の位置ずれと接触状態における両基板の位置ずれとに基づい
て、あるいはその関連性に基づいて、両被接合物の接触直前における平行度を計測（推定
）し、その計測結果（推定結果）に基づいて両基板の平行度を調節（調整）することが好
ましい。
【０１７１】
　上記３つのピエゾアクチュエータ４１２（４１２ａ，４１２ｂ，４１２ｃ）の変位を調
節して、ステージ４０２の傾斜角度を変更することで、両基板３０１，３０２の非接触状
態における平行度が調整される。
【０１７２】
　離間（非接触）状態で基板の平行度を調節することで、非平行状態で接触を行った場合
に接合面に掛かる望ましくない力の付加を防止できるので、接触後（再接触後）の位置ず
れ量を特に低減することができる。
【０１７３】
　なお、平行度調整動作は、１回のみ実行しても、数回繰り返して実行してもよい。数回
繰り返すことにより、平行度に関する誤差を徐々に低減することが可能である。
【０１７４】
＜補正移動量のパラメータ＞
　補正移動量又は移動経路は、測定された基板の相対位置を考慮して決定される。あるい
は、補正移動量は測定された基板の相対位置、をパラメータとする関数として定義されて
もよい。上記関数のパラメータは、測定された基板の相対位置以外のパラメータを含んで
いてもよい。上述のとおり、相対位置の補正のための基板の移動経路は、種々の形状をと
り得るので、その際の基板の移動機構又は測定機構のくせや誤差などをパラメータとして
考慮してもよい。
【０１７５】
　たとえば、接触状態にある基板３０１，３０２を離間させて再び接触させるために、ス
テージ４０１，４０２を、Ｚ方向昇降駆動機構４０６のみを用いてＺ方向に移動させて、
ＸＹ方向並進移動機構４０５は全く駆動させない場合を考える（図１９）。Ｚ方向昇降駆
動機構４０６のみを用いているにも係らず、基板間の相対位置が、ＸＹ方向に、ある距離
及び方向にずれている場合がる（図１９ａ）。このような上記移動機構の動作により生じ
る誤差（移動誤差）ｖが生じる原因として、種々の部品又は駆動機構の誤差やくせなどが
挙げられる。
【０１７６】
　最初の第１接触のときに基板の相対位置又は基板間の位置ずれΔＸ（ΔＸ，ΔＹ）が測
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定により求められた場合、移動誤差ｖを考慮しないで離間接触動作を行うと、ΔＸ分だけ
補正移動を行ったにも係らず、移動誤差ｖ（ｖｘ，ｖｙ）が再接触後に位置ずれとして現
れる（図１９ａ）。このような場合は、予め所定の移動誤差ｖを考慮して、補正移動量を
決定することが好ましい（図１９ｂ）。
【０１７７】
　すなわち、予め移動誤差ｖが分かっている場合、又は予測可能である場合には、補正移
動量として、ΔＸ－ｖの移動をするように、移動機構（Ｚ方向昇降駆動機構４０６及びＸ
Ｙ方向並進移動機構４０５）に指令を出すことが好ましい。
【０１７８】
＜表面処理手段＞
　基板接合装置１００は、表面処理手段６００を有して構成されてもよい。図３に示す基
板接合装置１００の表面処理手段６００は、表面活性化処理手段６１０と親水化処理手段
６２０とを有して構成されている。以下、表面活性化処理手段６１０と親水化処理手段６
２０について説明する。
【０１７９】
＜表面活性化処理手段＞
　表面活性化処理手段として、たとえば、粒子ビーム源やプラズマ源を採用することがで
きる。
【０１８０】
　これにより、所定の運動エネルギーを有する粒子を衝突させて、接合面を形成する物質
を物理的に弾き飛ばす現象（スパッタリング現象）を生じさせることで、表面層を除去す
ることができる。表面活性化処理には、表面層を除去して接合すべき物質の新生表面を露
出させるのみならず、所定の運動エネルギーを有する粒子を衝突させることで、露出され
た新生表面近傍の結晶構造を乱し、アモルファス化する作用もあると考えられている。ア
モルファス化した新生表面は、原子レベルの表面積が増え、より高い表面エネルギーを有
するので、その後の親水化処理において結合される、単位表面積当たりの水酸基（ＯＨ基
）の数が増加すると考えられる。これに対し、従来のウェット処理による表面の不純物の
除去工程後に化学的に親水化処理する場合には、所定の運動エネルギーを有する粒子の衝
突に起因する新生表面の物理的変化がないので、本願発明の接合方法に係る表面活性化処
理に続く親水化処理は、この点で従来の親水化処理とは根本的に異なると考えられる。ま
た、結晶構造が乱れ、アモルファス化した新生表面近傍の領域にある原子は、本接合時の
加熱処理の際に、比較的低い熱エネルギーで拡散しやすく、比較的低温での本接合プロセ
スを実現することができると考えられる。
【０１８１】
　表面活性化処理に用いる粒子として、例えば、ネオン（Ｎｅ）、アルゴン（Ａｒ）、ク
リプトン（Ｋｒ）、キセノン（Ｘｅ）などの希ガス又は不活性ガスを採用することができ
る。これらの希ガスは、比較的大きい質量を有しているので、効率的に、スパッタリング
現象を生じさせることができ、新生表面の結晶構造を乱すことも可能になると考えられる
。
【０１８２】
　表面活性化処理に用いる粒子として、酸素のイオン、原子、分子などを採用することも
できる。酸素イオン等を用いて表面活性化処理を行うことで、表面層を除去した後に新生
表面上を酸化物の薄膜で覆うことが可能になる。新生表面上の酸化物の薄膜は、その後の
親水化処理における、水酸（ＯＨ）基の結合又は水の付着の効率を高めると考えられる。
また、新生表面上に形成された酸化物の薄膜は、本接合での加熱処理の際に、比較的容易
に分解すると考えられる。
【０１８３】
　表面活性化される接合面に衝突させる粒子の運動エネルギーは、１ｅＶから２ｋｅＶで
あることが好ましい。上記の運動エネルギーにより、効率的に表面層におけるスパッタリ
ング現象が生じると考えられる。除去すべき表面層の厚さ、材質などの性質、新生表面の
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材質などに応じて、上記運動エネルギーの範囲から所望の運動エネルギーの値を設定する
こともできる。
【０１８４】
　表面活性化される接合面に衝突させる粒子には、粒子を接合面に向けて加速することで
所定の運動エネルギーを与えることができる。
【０１８５】
　プラズマ発生装置を用いて、粒子に所定の運動エネルギーを与えることができる。基板
の接合面に対して、交番電圧を印加することで、接合面の周りに粒子を含むプラズマを発
生させ、プラズマ中の電離した粒子の陽イオンを、上記電圧により接合面に向けて加速さ
せることで、所定の運動エネルギーを与える。プラズマは数パスカル（Ｐａ）程度の低真
空度の雰囲気で発生させることができるので、真空システムを簡易化でき、かつ真空引き
などの工程を短縮化することができる。
【０１８６】
　プラズマ発生装置は、例えば、１００Ｗで稼動して、アルゴン（Ａｒ）のプラズマを発
生させて、このプラズマを接合面に６００秒ほど照射させるように使用されてもよい。
【０１８７】
　接合面から離間された位置に配置された、中性原子ビーム源、イオンビーム源（イオン
ガン）などの粒子ビーム源を用いて、粒子に所定の運動エネルギーを与えることもできる
。所定の運動エネルギーが付与された粒子は、粒子ビーム源から基板の接合面に向けて放
射される。
【０１８８】
　粒子ビーム源は、例えば１ｘ１０－５Ｐａ（パスカル）以下などの、比較的高い真空中
で作動するので、表面活性化処理後に、新生表面の不要な酸化や新生表面への不純物の付
着などを防ぐことができる。さらに、粒子ビーム源は、比較的高い加速電圧を印加するこ
とができるので、高い運動エネルギーを粒子に付与することができる。したがって、効率
良く表面層の除去及び新生表面のアモルファス化を行うことができると考えられる。
【０１８９】
　中性原子ビーム源としては、高速原子ビーム源（ＦＡＢ、Ｆａｓｔ　Ａｔｏｍ　Ｂｅａ
ｍ）を用いることができる。高速原子ビーム源（ＦＡＢ）は、典型的には、ガスのプラズ
マを発生させ、このプラズマに電界をかけて、プラズマから電離した粒子の陽イオンを摘
出し電子雲の中を通過させて中性化する構成を有している。この場合、例えば、希ガスと
してアルゴン（Ａｒ）の場合、高速原子ビーム源（ＦＡＢ）への供給電力を、１．５ｋＶ
（キロボルト）、１５ｍＡ（ミリアンペア）に設定してもよく、あるいは０．１Ｗ（ワッ
ト）から５００Ｗ（ワット）の間の値に設定してもよい。たとえば、高速原子ビーム源（
ＦＡＢ）を１００Ｗ（ワット）から２００Ｗ（ワット）で稼動してアルゴン（Ａｒ）の高
速原子ビームを２分ほど照射すると、接合面の上記酸化物、汚染物等（表面層）は除去さ
れ、新生表面を露出させることができる。
【０１９０】
　イオンビーム源は、例えば１１０Ｖ、３Ａで稼動して、アルゴン（Ａｒ）を加速させ６
００秒ほど接合面に照射させるように使用されてもよい。
【０１９１】
　本願発明において、表面活性化に用いられる粒子は、中性原子又はイオンでもよく、さ
らには、ラジカル種でもよく、またさらには、これらが混合した粒子群でもよい。
【０１９２】
　各プラズマ又はビーム源の稼動条件、又は粒子の運動エネルギーに応じて、表面層の除
去速度は変化しえる。そこで、表面活性化処理に必要な処理時間を調節する必要がある。
たとえば、オージェ電子分光法（ＡＥＳ、Ａｕｇｅｒ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒ
ｏｓｃｏｐｙ）やＸ線光電子分光法（ＸＰＳ、Ｘ－ｒａｙ　Ｐｈｏｔｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏ
ｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ）などの表面分析法を用いて、表面層に含まれる酸素や炭
素の存在が確認できなくなる時間又はそれより長い時間を、表面活性化処理の処理時間と
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して採用してもよい。
【０１９３】
　表面活性化処理において接合面をアモルファス化するためには、粒子の照射時間を、表
面層を除去し新生表面を露出させるために必要な時間より、長く設定してもよい。長くす
る時間は、１０秒から１５分、あるいは、表面層を除去し新生表面を露出させるために必
要な時間の５％以上に設定してもよい。表面活性化処理において接合面をアモルファス化
するための時間は、接合面を形成する材料の種類、性質、及び所定の運動エネルギーを有
する粒子の照射条件によって適宜設定してもよい。
【０１９４】
　表面活性化処理において接合面をアモルファス化するためには、照射される粒子の運動
エネルギーは、表面層を除去し新生表面を露出させるために必要な運動エネルギーより、
１０％以上高く設定されてもよい。表面活性化処理において接合面をアモルファス化する
ための粒子の運動エネルギーは、接合面を形成する材料の種類、性質、及び粒子の照射条
件によって適宜設定してもよい。
【０１９５】
　ここで、「アモルファス化した表面」又は「結晶構造が乱れた表面」とは、具体的に表
面分析手法を用いた測定により存在が確認されたアモルファス層又は結晶構造が乱れた層
を含むとともに、粒子の照射時間を比較的長く設定した場合、又は粒子の運動エネルギー
を比較的高く設定した場合に想定される結晶表面の状態を表現する概念的な用語であって
、具体的に表面分析手法を用いた測定によりアモルファス層又は結晶構造が乱れた表面の
存在が確認されていない表面をも含むものである。また、「アモルファス化する」又は「
結晶構造を乱す」とは、上記アモルファス化した表面又は結晶構造が乱された表面を形成
するための動作を概念的に表現したものである。
【０１９６】
＜親水化処理手段＞
　親水化処理は、上記表面活性化処理の後に行われることが好ましい。これにより、清浄
又は活性化された接合面表面に水酸基（ＯＨ基）が結合されると考えられている。さらに
は、水酸基（ＯＨ基）が結合された接合面上に水分子が付着してもよい。
【０１９７】
　親水化処理により、接合面に酸化物が形成されることもある。酸化物は、比較的薄い（
例えば、数ｎｍ又は数原子層以下）ので、本接合の際の加熱処理において、接合面を形成
する材料内に吸収され、又は水として接合界面から外側へ逃げるなどして、消滅あるいは
減少すると考えられる。したがって、この場合、接合面間に形成された接合界面を介した
導電性や機械的特性には実用上の問題が生じることはほぼないと考えられる。
【０１９８】
　親水化処理は、表面活性化された接合面に水を供給することにより行われる。当該水の
供給は、上記表面活性化された接合面の周りの雰囲気に、水（Ｈ２Ｏ）を導入することで
行うことができる。水は、気体状で（ガス状で、又は水蒸気として）導入されても、液体
状（霧状）で導入されてもよい。さらに、水の付着の他の態様として、ラジカルやイオン
化されたＯＨなどを付着させてもよい。しかし、水の導入方法はこれらに限定されない。
【０１９９】
　表面活性化された接合面の周りの雰囲気の湿度を制御することで、親水化処理の工程を
制御することができる。当該湿度は、相対湿度として計算しても、絶対湿度として計算し
てもよく、又は他の定義を採用してもよい。
【０２００】
　気体状の水は、たとえば液体の水の中に窒素（Ｎ２）、アルゴン（Ａｒ）、ヘリウム（
Ｈｅ）、酸素（Ｏ２）などのキャリアガスを通過させること（バブリング）で、気体状の
水がキャリアガスに混合されて、表面活性化された接合面を有する基板が配置された空間
又はチャンバ内に導入されることが好ましい。
【０２０１】
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　水の導入は、両基板の接合面の少なくとも一方又は両方の周りの雰囲気における相対湿
度を１０％から９０％となるように制御することが好ましい。
【０２０２】
　たとえば、窒素（Ｎ２）又は酸素（Ｏ２）をキャリアガスとして気体状の水を導入する
場合、上記チャンバ内の全圧を９．０ｘ１０４Ｐａ（パスカル）、すなわち０．８９ａｔ
ｍ（アトム）とし、チャンバ内での気体状の水の量を、容積絶対湿度で８．６ｇ／ｍ３（
グラム／立方メートル）又は１８．５ｇ／ｍ３（グラム／立方メートル）、２３℃（摂氏
２３度）の相対湿度でそれぞれ４３％又は９１％となるように制御することができる。ま
た例えば、銅（Ｃｕ）を、容積絶対湿度で、５ｇ／ｍ３（グラム／立方メートル）から２
０ｇ／ｍ３（グラム／立方メートル）の気体状の水を含む雰囲気に曝すと、２ｎｍ（ナノ
メートル）から１４ｎｍ（ナノメートル）程度の酸化銅の層が形成されると想定される。
【０２０３】
　また、チャンバ内の酸素（Ｏ２）の雰囲気中濃度を１０％としてもよい。
【０２０４】
　親水化処理は、表面活性化処理された接合面を大気に曝すことなく、当該接合面に水を
供給することが好ましい。例えば、表面活性化処理を行うチャンバと親水化処理を行うチ
ャンバとを同一とするように構成されていてもよい。また、表面活性化処理を行うチャン
バと親水化処理を行うチャンバとは、基板がそれらの間を大気に曝されることなく搬送さ
れるように連結されて構成されていてもよい。これらの構成を採用して、表面活性化処理
された接合面を大気に曝さないことで、接合面の望ましくない酸化や、接合面への不純物
などの付着などを防ぐとともに、親水化処理をより容易に制御することができ、効率よく
表面活性化処理の後に親水化処理を続けて実行することができる。
【０２０５】
　また、親水化処理を行うために、所定の湿度を有するチャンバ外の大気を導入してもよ
い。大気をチャンバ内に導入する際には、望ましくない不純物の接合面への付着を防ぐた
めに、当該大気が所定のフィルタを通過するように構成することが好ましい。所定の湿度
を有するチャンバ外の大気を導入して親水化処理を行うことで、接合面の親水化処理を行
う装置構成を簡略化することができる。
【０２０６】
　また、水（Ｈ２Ｏ）の分子やクラスターなどを加速して、接合面に向けて放射してもよ
い。水（Ｈ２Ｏ）の加速に、上記表面活性化処理に用いる粒子ビーム源などを使用しても
よい。この場合、上記バブリングなどで生成したキャリアガスと水（Ｈ２Ｏ）との混合ガ
スを、上記粒子ビーム源に導入することにより、水の粒子ビームを発生させ、親水化処理
すべき接合面に向けて照射することができる。また、親水化処理は、接合面の近傍の雰囲
気中で、水分子をプラズマ化して、これを接合面に接触させることで行ってもよい。
【０２０７】
　なお、粒子ビーム照射やプラズマへの露出などによる表面活性化処理の後に、親水化処
理として、パーティクル（汚染粒子）などの除去をかねた水洗浄を行ってもよい。この水
洗浄により、上記の親水化処理と同様の効果を得ることができる。
【０２０８】
　なお、親水化処理として、同種又は異種の親水化処理を複数回行ってもよい。また、親
水化処理の一環として、又は親水化処理の後に、接合面に強制的に水分子を付着させても
よい。これにより、接合面上の水分子の量を増やし又は制御することができる。さらには
、これにより臨界圧力を調整することができる。
【０２０９】
　表面活性化処理と親水化処理が施された接合面は、その後の基板の接触の際に水素結合
の作用により互いに引き合い、比較的強い仮接合を形成する。さらに水素と酸素とを含む
接合界面が形成されているので、本接合での加熱処理により水素と酸素が接合界面の外部
に放出され、清浄な接合界面を形成することが可能になる。
【０２１０】



(28) JP 6232667 B2 2017.11.22

10

20

30

40

50

　なお、上記表面処理は、少なくとも第２接触状態にする前に行うようにしてもよい。少
なくとも第２接触状態にする前に所定の表面処理を行うことで、最終的に得られる接合界
面において所望の特性を得ることができる。
【０２１１】
　また、上記表面処理は、第１接触状態のための接触の前に行うようにしてもよい。第１
接触状態にする前に接合面に対して表面処理を行うことで、第１接触状態での接合面の表
面の特性を制御し、あるいは臨界圧力を制御することができる。
【０２１２】
＜実施例１：シリコンウエハ接合＞
　第１実施形態の一実施例として、半導体基板の接合、特に産業用のシリコン（Ｓｉ）基
板のウエハ接合について説明する。本実施例では、Ｓｉ基板の一つの面のほぼ全体が接合
面であるとし、その接合面上に接合面の良好な接触を妨げないように位置測定用のマーク
を附した。
【０２１３】
　一対のＳｉ基板の各表面に対して、真空中で粒子ビームの照射を行うことで表面活性化
処理を行い、新生表面を露出させ又は表面極近傍をアモルファス化し、この表面に対して
親水化処理を行い、表面をＯＨ基で終端化させ、さらに水分子を付着させた。
【０２１４】
　これらの親水化処理されたＳｉ基板同士を接触させると、水分子の層を介して、両接合
面同士が接合する。この接合した状態は、通常のウエハのハンドリングにおいては、保た
れ、基板が剥がれ又は滑ることはほぼない。
【０２１５】
　しかし、産業用のＳｉウエハは、極めて平坦に形成されているものの、ある程度の表面
粗さ又はウエハ全体の変形（例えば、うねり）などの非平坦性を有する。そのため、接触
だけでは十分な基板接合面間の密着性が得られない場合がある。この場合には、ある程度
の圧力を、接触した接合面に対して加えることが有効である。
【０２１６】
　とはいえ、接触した接合面に、所定以上の圧力、すなわち所定の臨界圧力以上の圧力を
加えると、水分子の層を押しのけて、ＯＨ基同士が直接接触にいたる箇所が多くなり、あ
るいはＯＨ基も破壊されてシリコン同士が直接接触にいたる箇所も発生すると考えられる
。ＯＨ基間の接合強度は、水分子の層を介した場合の接合強度と比べて高く、シリコン同
士が直接接触に到った場合はシリコン原子間で共有結合が形成されて極めて高い接合強度
になる。
【０２１７】
　このため、又は他のメカニズムによって、再びシリコン基板を離間させることができな
くなり、又は離間させることができ再び接触させることはできても、良好な接合を得るこ
とができなくなる場合がある。これは、臨界圧力以上で接合面を押すと、シリコン表面の
ＯＨ基層又はシリコン表面近傍にダメージが導入されるためだと考えられる。
【０２１８】
　具体的には、一般的な４インチ（約１００ｍｍ）の産業用シリコン基板及びシリコン基
板を熱酸化させた基板を使用し、それぞれについて一対の基板を接合した。シリコン基板
及び熱酸化基板（以下、いずれに対しても基板と呼ぶ。）のいずれの接合に対しても、同
条件で以下の表面処理を行った。
【０２１９】
　すなわち、基板を、まず１００ＷのＯ２プラズマに６０秒間暴露し、次に大気に暴露し
、湿度５０％，温度２５℃の環境のクリーンルーム雰囲気内で、２０℃まで冷却すること
で接合面周りの雰囲気の湿度を８０％にして、両基板を接触させ、第１接触状態として接
触する接合面に対して１ｋＮの力を加えた。その後、離間及び接触を行って、再接触後に
、第２接触状態として接触する接合面に対して１．２ｋＮの力を加えた。その後、接合し
ている一対の基板を１５０℃で７時間加熱した。これにより得られた基板接合体に対して
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、ブレード挿入試験を行ったところ、基板の一部がバルク破壊を起こした。したがって、
接合界面の接合強度は２．０Ｊ／ｍｍ２以上であることが確認された。すなわち、上記親
水化処理された基板を接触させ、１ｋＮの力で押しつけ、離間させると、再度接触又は加
圧しても、良好な接触及び良好な最終的な接合界面が得られることが分かった。
【０２２０】
　仮接合の良否は、たとえば、接触状態にある一対の基板を赤外線カメラで撮影して、基
板の密着性の悪い箇所が存在することで確認することができる。
【０２２１】
　図２４ａは、ほぼ１ｋＮ下での第１接触状態と離間とを繰り返した後に、第１接触状態
にある一対の基板の赤外線画像である。シリコン基板全体に亘って密着性の高い接合界面
又は仮接合界面が形成されていることが確認された。基板中央部に見られる点は、接合面
上にあったパーティクル（粒子）が接合界面に取り込まれたために発生した非接合領域で
あり、良好な接合界面の形成について、否定的な意味を持つものではない。
【０２２２】
　また、第１接触状態において０．５ｋＮで押圧した後でも、離間再接触を繰り返して行
うことができた。この場合、再接触後の一対の基板の赤外線画像は、図２４ａとほぼ変わ
らなかった。
【０２２３】
　これに対し、図２４ｂは、ほぼ１．２ｋＮで加圧接触した後に、一旦離間させて再度接
触させた後の状態にある一対の基板の赤外線画像である。シリコン基板の広い領域に亘っ
て、干渉縞が確認された。この干渉縞は、接合界面が離間していることを示している。干
渉縞が現れた部位の外側、すなわち基板の円周に近い部分はさらに接合界面が離間してい
る状態を表している。この後、加圧し更に加熱したとしても、最終的に良好な接合界面を
形成することができなかった。これは、基板表面に形成されたＯＨ基が臨界圧力を超える
圧力によりＯＨ基同士が結合し、無理やり引き剥がされたことにより、結合が破壊したこ
とに起因すると考えられる。このように、臨界圧力を超える圧力で押圧した後に引き剥が
した場合には、再び良好な接合を実現できないことが確認された。上記試験に基づいて、
本実施例では、臨界圧力に相当する基板へ加える力は１ｋＮ程度であることが分かった。
【０２２４】
　また、一対のシリコン（Ｓｉ）基板に対して、親水化処理を行わずに、イオンボンバー
ドメントにより新生面からなる結合手を露出させる表面活性化処理を行って接合試験を行
った。表面活性化処理として、超高真空化でアルゴン（Ａｒ）イオンビーム照射を行い、
接触を行い、表面活性化処理後の一対のシリコン基板を、所定の圧力下で接合した。より
具体的には、５×１０－５Ｐａのバックグラウンドで、イオンガンを１００Ｖ、３Ａ、６
０秒間で作動させて、アルゴン（Ａｒ）イオンを加速させてシリコン基板の接合面を照射
した。これで、十分な表面活性化処理が行われている。そして、１０－５Ｐａ程度の真空
度で、数分間放置し、すなわちこの雰囲気に暴露させた後、両接合面を接触させて、接触
する接合面に対して１ｋＮの力を加えた。その後、離間及び１ｋＮ下の接触を行って、再
接触後に、接触する接合面に対して１．２ｋＮの力を加えた。これにより、十分な接合強
度を有する接合界面を形成することができた。すなわち、第１接触状態に接合面に対して
１ｋＮの力を加えた場合、同様に離間及び接触を行って、最終的に十分な接合強度を有す
る接合界面を形成することが確認された。
【０２２５】
　一方、同様の表面活性化処理後に、基板を接触させ、第１接触状態で１．２ｋＮを加え
、一旦離間させて、再接触させると、再接触時の基板の赤外線画像では、ほぼ図２４ｂと
同様に干渉縞が確認された。これは、表面活性化処理後、臨界圧力以上の加圧を加えるこ
とで不純物が押しやられ新生面が現れて結合した後に、引き剥がされることで、原子レベ
ルのバルク破壊が起き、接合面の表面粗さが所定の値より大きくなり、良好な接合が得ら
れなかったものと考えられる。これに対し、第１接触状態において０．５ｋＮ又は１ｋＮ
を加えて、一旦離間させて、再接触させると、再接触時の基板の赤外線画像は、ほぼ図２
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４ａと同じであり、離間再接触を数回繰り返しても、図２４ａとほぼ同じであった。
【０２２６】
　したがって、上記試験した、表面活性化処理後に親水化処理されたシリコン基板及び熱
酸化基板、及び親水化処理なく表面活性化処理を行ったシリコン基板のいずれに対しても
、臨界圧力に該当する力は、１ｋＮ以上１．２ｋＮ未満の範囲にあると考えることができ
る。すなわち、臨界圧力は、４インチシリコン基板の接合面を直径１０ｃｍの円状の面と
した場合、０．１２７ＭＰａ（１ｋＮに対応）以上０．１５２ＭＰａ（１．２ｋＮに対応
）以下の範囲にある。本実施例の上記２つの試験のいずれにおいても、臨界圧力に該当す
る力を１ｋＮ、すなわち臨界圧力を０．１２７ＭＰａと定義し、仮接合（第１接触状態で
の加圧）には、接合面に対して、上記臨界圧力１ｋＮ以下の力、すなわち０．１２７ＭＰ
ａ以下の圧力を印加することができる。
【０２２７】
　上記実施例の２つの場合で使用したシリコン基板は一般的に使用される接合面としては
最も平坦度の高い、又は表面粗さの小さい接合面であり、表面状態も極めて清浄であるか
ら、その他の接合面の場合は、臨界圧力はより大きくなると推測される。この意味で、通
常想定される基板及び表面処理の範囲において、０．１２７ＭＰａが最小の臨界圧力であ
ると考えられる。
【０２２８】
　上記実施例の２つの場合、いずれも、臨界圧力は、０．１２７ＭＰａ又は４インチウエ
ハに対して１ｋＮの力であったが、これを変えることもできる。
【０２２９】
　親水化処理を行う場合には、ＯＨ基層上に存在する水分子の量又は水分子層の厚さを変
えることで、臨界圧力を上記値から変えることもできる。一般的に、ＯＨ基層上に存在す
る水分子の量又は水分子層の厚さを増加させることで、臨界圧力を大きくし、減少させる
ことで臨界圧力を小さくすることができる。
【０２３０】
　親水化処理を行わずに表面活性化処理を行う場合には、表面活性化処理後の雰囲気への
暴露量を変えることで、臨界圧力を変えることもできる。一般的に、暴露量すなわち雰囲
気の圧力又は暴露時間、若しくはその両方を増加させることで、臨界圧力を大きくし、減
少させることで臨界圧力を小さくすることができる。
【０２３１】
　上記第１接触状態での加圧下で、基板間の相対位置又は所定の位置からのずれ量を測定
し、離間と第１接触とを上記ずれ量が所定の許容範囲となるまで繰り返した。
【０２３２】
　親水化処理され仮接合されている基板の離間は、たとえば、基板の横から接合面に平行
方向に、ブレードを挿入し又は水ジェットを噴射することで行ってもよい。これにより、
接合面の接合特性への離間動作の影響を最小限に抑制することができる。
【０２３３】
　所定の誤差許容範囲内になったことが確認された後、第２接触状態として、基板間の仮
接合状態を維持して、かつ加圧を解除した。次に、仮接合状態の１対の基板を、加熱した
。この加熱は、アルゴン雰囲気中で２００から３００℃の温度で行い、これにより十分な
接合界面強度が得られた。所定の加熱を行うことにより、シリコンのバルク破壊強度とほ
ぼ同等の接合強度を得ることもできる。
【０２３４】
　すなわち、本実施例において、上記第１接触状態での加圧下で、基板間の相対位置又は
所定の位置からのずれ量を測定し、離間と第１接触とを繰り返すことで、極めて高い精度
で位置決めされたシリコン基板のウエハ接合を実現することができた。
【０２３５】
＜実施例２：金属接合＞
　本実施例では、図９から図１４に示されるパッド３１１と金属バンプ３１２とを有する
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基板３０１，３０２との接合において、パッド３１１と金属バンプ３１２との間での接触
接合を行うようにしてもよい。
【０２３６】
　この場合、パッド３１１と金属バンプ３１２の一方又は両方の表面に対して、第１接触
の前に、表面活性化処理と親水化処理とを行うようにしてもよい。表面活性化処理をして
接合面を清浄にし、この接合面に対して親水化処理を行うことで、清浄、活性化された接
合面を保護することができる。これにより、接合界面に汚染物質などの望ましくない物質
が混入することを回避又は最小限に抑えるとともに、親水化処理された表面の比較的弱い
接合強度を利用して、一旦接触しても再び離間させることが可能になる。親水化処理され
た表面に水分子が存在していることが更に好ましい。水分子の水素結合は、接触状態にあ
る基板を互いに動かない程度に固定しつつ、更に弱い接合強度で基板を結び付けているの
で、より容易に基板を離間させることができる。これにより、離間接触を繰り返す場合で
も、接合面を保護し続けることができる。親水化処理された表面に存在する水分子や水酸
基（ＯＨ基）は、比較的低いサーマルバジェットでの熱処理により接合界面から消えて、
清浄で強固な接合界面を形成することができる。
【０２３７】
　あるいは、例えばパッド３１１や金属バンプ３１２などが銅（Ｃｕ）又は金（Ａｕ）若
しくは比較的酸化しにくい金属で構成されている場合には、第１接触の前に、親水化処理
を行わずに表面活性化処理を行ってもよい。表面活性化処理としては、イオンビーム源を
用いて、イオンビームにより接合面を照射してもよく、プラズマ発生装置を用いてプラズ
マ中のイオンにより接合面を照射してもよい。多くの場合、これらの金属接合面の表面粗
さはＲａ１００ｎｍ程度であり、臨界圧力は、５０から１００ＭＰａ程度の圧力であるこ
と定義することができた。したがって、接触する接合面に対して、第１接触状態において
１０ＭＰａの圧力を、第２接触状態において１００ＭＰａの圧力を加えることにより、最
終的に良好な接合界面を得ることができた。
【０２３８】
　パッド３１１及び金属バンプ３１２の臨界圧力は、表面活性化処理完了後に、周辺雰囲
気への接合面の暴露量すなわち雰囲気の種類、気圧及び暴露時間に依存する。すなわち、
臨界圧力は、表面活性化処理後に、残留雰囲気中に存在する分子やガスの接合面に付着す
る量により調節することができる。
【０２３９】
　なお、本実施形態において、第２接触前に、接合面が離間している状態で、接合面に対
して、表面活性化処理、親水化処理、又はその両方を行うようにしてもよい。
【０２４０】
＜実施例３：複合材料を有する接合面の接合＞
　第１実施形態の一実施例として、接合される基板３０１，３０２の接合面３１１，３１
２は、複数の材料で構成されていてもよい。本実施例では、一例として図２５を参照して
、金属部ＭＲと非金属部ＮＲとを有して構成される接合面３１１，３１２を有する基板３
０１，３０２を接合する場合について説明する。
【０２４１】
　図２５ａに示すように、本実施例では、接合面３１１，３１２は、金属部ＭＲと非金属
部ＮＲとを有して構成され、接合面３１１，３１２の接触においては、基板３０１，３０
２間でそれぞれ対応する金属部ＭＲと非金属ＮＲとが実質的に接触するように構成されて
いる。例えば、このような接合面３１１，３１２は、非金属部ＮＲ（金属部ＭＲ）内に形
成された凹部に、金属部ＭＲ（非金属部ＮＲ）を蒸着などにより形成し、その後、複合材
料の接合面３１１，３１２の表面に対して、ＣＭＰなどの研磨、あるいは研削などを行っ
て、金属部ＭＲの表面と非金属部ＮＲの表面とが実質的に同一平面を構成するように形成
することができる。これにより、他の基板において対応する金属部ＭＲと非金属部ＮＲと
、良好に接触することができる。
【０２４２】
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　金属部ＭＲは銅（Ｃｕ）により、非金属部ＮＲは酸化ケイ素（ＳｉＯ２）又は樹脂で構
成されていることが好ましい。
【０２４３】
　この場合には、表面処理として、表面活性化処理と親水化処理とを行うことが好ましい
。親水化処理された金属部ＭＲの表面同士及び非金属部ＮＲ同士は、第１接触により臨界
圧力以下の圧力を加えることで、比較的強く接合（仮接合）し、基板のハンドリングにお
いて互いに滑ることなく接合状態を容易に維持することに役立ち、その一方で、その後に
離間再接触を行っても、再接触時においても良好な接合界面を形成することができる。
【０２４４】
　第１接触状態において、加える圧力が大きすぎると、金属部ＭＲ又は非金属部ＮＲが強
固に接続して、離間しても、良好な再接触を行うことができない、あるいは、離間再接触
を行うことができても、最終的に良好な接合界面を形成することができない。このように
して、基板３０１，３０２の位置決め動作を行うために必要な、適切な第１接触状態と離
間とを繰り返すことができる圧力の上方限界を、臨界圧力として定義することができる。
【０２４５】
　臨界圧力は、例えば、１０ＭＰａより大きく１００ＭＰａ以下の圧力、又は５０ＭＰａ
以上１００ＭＰａ以下の圧力として、定義されてもよい。
【０２４６】
　図２５ｂに示すように、これらの接合面３１１，３１２を互いに接触させ、この第１接
触状態において、それぞれの基板３０１，３０２に付されたマークＭＫ１，ＭＫ２の位置
ずれを画像処理により計算し、基板３０１，３０２の補正移動量を決定する。
【０２４７】
　図２５ｃに示すように、親水化処理された接合面３１１，３１２を、接合面３１１，３
１２に垂直方向に離間させ、平行方向に補正移動させる。
【０２４８】
　図２５ｄに示すように、補正移動後に再び、接合面３１１，３１２を再接触させる。こ
のとき、位置ずれを測定し、位置ずれが所定の許容誤差範囲内になければ、補正移動量の
決定と、離間動作と補正移動とを再度行うようにしてもよい。位置ずれが所定の許容誤差
範囲内であれば、第２接触状態にして、所定の加圧加熱を行い、本接合を行う。金属部Ｍ
Ｒが銅（Ｃｕ）であり、接触前に親水化処理されている場合には、加熱を１５０℃で行う
ことで、接合された金属部ＭＲ間で良好な導電性と、金属部ＭＲと非金属部ＮＲとを含む
接合面３１１，３１２との全体で良好な機械的特性とを有する接合界面を形成することが
できる。
【０２４９】
　このように、親水化処理された金属部ＭＲ又は非金属部ＮＲ上にはＯＨ層とその上に水
分子の層が形成されており、臨界圧力以下で接触と離間とを繰り返す限り、接触が水分子
の層を介して行われると考えられる。つまり、微視的には、接合面３１１，３１２は、水
分子の層を介して接触し、離間も水分子の層の中で離間されることになるので、再接触は
水分子層を介して行われると考えられる。
【０２５０】
　さらには、表面活性化処理により清浄化された金属部ＭＲ（銅）の表面は、ＯＨ基及び
水分子で保護されており、清浄度を保つことができ、比較的低い温度又は比較的低いサー
マルバジェットでＯＨ基層及び水分子層を消滅させて、接合面の新生表面同士の良好な接
合界面を形成することができる。
【０２５１】
＜第２実施形態＞
　上記実施形態では、図１又は図２に示す工程Ｓ１５０の補正移動量だけ基板を移動させ
る工程が離間状態である場合について説明し、図１８の工程Ｓ１５１からＳ１５２のよう
に、接合面が離間状態である場合について説明したが、本実施形態による基板の接合方法
は、図１又は図２に示す工程Ｓ１５０の補正移動量だけ基板を移動させる工程が、接合面
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を接触状態に保ったままで行われることを含む。
【０２５２】
　以下では、主に工程Ｓ１４０，Ｓ１５０について、図３の基板接合装置１００を用いて
説明し、他の工程については、上記説明の事項を含み、その他の説明の事項についても矛
盾しない限り、本実施形態について適用される。また、以下では、第１実施形態との相違
点を中心に説明する。
【０２５３】
　本実施形態の工程Ｓ１５０では、両基板３０１，３０２の接触状態（加圧接触状態）が
維持されたまま当該両基板３０１，３０２の水平方向における位置合わせが実行される。
具体的には、工程Ｓ１４０で検出された位置ずれ量（Δｘ，Δｙ，Δθ）を補正すべく、
第２ステージ４０２が水平方向（詳細にはＸ方向、Ｙ方向およびθ方向）に移動され、位
置合わせ動作（アライメント動作）が実行される。これにより、位置ずれ量（Δｘ，Δｙ
，Δθ）が補正される。
【０２５４】
　当該位置ずれを補正するアライメント動作が両基板３０１，３０２の接触状態を維持し
たまま実行されるので、接触状態解除のための動作に要する時間を短縮することができる
。また、両基板３０１，３０２の相互間の接触面積が小さい場合、接触抵抗が小さい場合
など、両基板３０１，３０２が接触状態のまま動き易い場合等に特に有用である。
【０２５５】
　たとえば、図９から図１４に示す基板３０１，３０２を用いた場合、表面活性化処理が
施された両基板３０１，３０２（例えば、パッド３１１および金属バンプ３１２）を、接
触状態を維持したまま摺動させてもよい。このような摺動動作を１回以上（複数回）繰り
返して実行することにより、接合界面における不要な再吸着物層がこの摺動動作に伴って
押し破られて除去され、接合界面におけるボイドが低減された良好な活性化接合が達成さ
れ得る。より詳細には、再吸着物層がこの摺動動作に伴って押し破られて除去され、当該
再吸着物層の下の新生面が露出することによって、良好な接合が実現される。
【０２５６】
　一般的には、２つの接合表面はそれぞれ微視的には比較的大きな凹凸を有しており、比
較的少数の点で接触している。仮に、摺動動作を伴わずに鉛直方向の圧力のみによって再
吸着物層を押し破って除去しようとすると、比較的少数の点（たとえば１点）で再吸着物
層を潰すことになるため比較的大きな圧力を要する。
【０２５７】
　接触状態で、水平移動動作（加圧摺動動作）が繰り返し実行されることにより、両基板
３０１，３０２の摺動動作に伴って多数の箇所で再吸着物層が押し破られて除去され、両
者の接合表面相互間での接触点が増大し、両基板３０１，３０２が多数の点で接触する。
このような動作により、多数の点において新生面が露出して良好な接合が実現される。ま
た、水平移動動作（加圧摺動動作）を伴わない場合に比べて、比較的小さな圧力（接触圧
）でも良好な接合が可能になる。
【０２５８】
　なお、接触状態での補正移動は、接合面に掛けられた圧力を低下させた状態で行うよう
にしてもよい。これにより、移動の際の摩擦力が減り、移動が容易に行えるとともに、補
正精度が向上する。
【０２５９】
＜実施例４：封止接合＞
　本実施例では、基板３０１，３０２等の正面断面図を示す図２０ａから図２０ｃを参照
しつつ、封止構造を形成するための基板接合について説明する。一方の基板３０２の表面
には環状に封止部３２２が形成され、封止部３２２の表面には断面形状において突起する
接合面３１２が形成されている。基板３０２の接合面３１２は、他の基板３０１の表面と
エポキシ系樹脂などの接着剤３３０を介して接合される。両基板３０１，３０２が近接し
押されるにしたがって、封止部に突起状に形成された接合面３１２は、液体又は流動性の
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接着剤３３０の中に進入して基板３０２の接合面３１１に近づいていく（図２０ｂ）。十
分に近づくと、基板３０１，３０２と環状の封止部３２２とに囲まれた空間がその外部に
対して封止される。図２０ｂ及び図２０ｃは、図２０ａの接合面近傍領域Ａの拡大図で、
それぞれ第１接触状態と第２接触状態に対応している。
【０２６０】
　図２０ａ及び図２０ｂに示すように、環状の封止部に対応する基板３０１上の箇所に、
流動性の接着剤が塗布されている。接着剤は、通常、多数のバブル（気泡）３３５を含ん
でいる。図２０ｂは、基板３０２の接合面３１２が基板３０１上の接着剤３３０に、臨界
圧力（後述）未満の圧力で押し込まれている状態（第１接触状態）での接合部位を模式的
に示す拡大断面図である。この状態においては、基板３０２の接合面３１２と基板３０２
の接合面３１２との間の接着剤３３０中に、バブル３３５が存在している。さらに、この
状態においては、基板３０１，３０２は、互いに接合面３１１に平行方向（ＸＹ方向）に
補正移動することができる。すなわち、この接合面３１２が液体に漬かった状態（液浸状
態）で、マークＭＫを画像認識することにより、基板３０１，３０２の相対位置を測定し
、補正移動をすることができる。
【０２６１】
　図２０ｃは、第２接触状態での接合部位を模式的に示す拡大断面図である。図２０ｃは
、基板３０２の接合面３１２が基板３０１上の接着剤３３０に、臨界圧力（後述）以上の
圧力で押し込まれている状態を示している。基板３０１，３０２が互いに押し付けられ、
図２０ｂの状態から図２０ｃの状態になるに間に、バブル３３５は、接合面から横に動い
ていき、最終的に、基板３０１，３０２の接合面３１１，３１２間の接着剤３３０中には
バブル３３５がほぼ存在しなくなる。この状態で、所定の位置決め動作が完了し、基板３
０１，３０２は、互いに接合面に平行方向（ＸＹ方向）に補正移動することができない。
【０２６２】
　本実施例の場合、図２０ｃの状態をもたらすために接合面に加えられる圧力の最小値を
臨界圧力と定義することができる。すなわち、基板３０１，３０２を互いに押さえつけて
接合面間の接着剤３３０中にバブル３３５がなくなり、十分な強度で基板３０１，３０２
が接合されている状態にするために必要な、接合面３１１，３１２に掛けられる最小圧力
を臨界圧力と定義することができる。あるいは、図２０ｂの状態で補正移動を行うことが
できる圧力の最大値を臨界圧力と定義してもよい。
【０２６３】
　通常の幅５０μｍ、５０ｍｍ四方の封止構造においては、図２０ｃの状態にするのに必
要な力は２０ｋＮであった。そして、図２０ｂの第１接触状態で補正移動可能な圧力は１
８ｋＮであった。この場合、臨界圧力に該当する力を１８ｋＮと定義してもよい。
【０２６４】
　また、本実施例においては、両接合面を接着剤を介して接触させ（Ｓ１１０）、第１接
触状態において臨界圧力未満の圧力を掛け（Ｓ１２０及び図２０ｂ）、基板の相対位置を
測定し（Ｓ１３０）、接着剤を介して両接合面が接触している状態（第１接触状態）を保
ちつつ、基板３０１，３０２を補正移動させ（Ｓ１５０）、補正移動が完了したら、圧力
をあげて、臨界圧力以上の圧力を両接合面に掛ける（Ｓ１６０）。補正移動後に基板の相
対位置を再び測定し、相対位置が所定の許容誤差範囲内であることを判断するようにして
もよい。測定された相対位置が所定の許容誤差範囲内にあれば、圧力を上げる（図２０ｃ
）。測定された相対位置が所定の許容誤差範囲内になければ、再び補正移動させて、相対
位置を測定することを、測定で求められた相対位置が所定の許容誤差範囲内に入るまで繰
り返すようにしてもよい。
【０２６５】
　本実施例に示す基板接合方法により、位置決め精度が高く、かつ封止性能の高い封止構
造を形成することができる。
【０２６６】
＜実施例５：樹脂の金型成形＞
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　本実施例では、図２１ａから図２１ｅを参照しつつ、プラスチックを金型で成型して微
細構造を形成するための基板接合について説明する。
【０２６７】
　図２１ａに示すように、基板３０１は平坦な表面を有し、この表面上に樹脂３４０が塗
布されている。この樹脂（樹脂部）３４０は、流動性を有するが、所定の処理により硬化
する。たとえば、当該樹脂は、ＵＶ硬化型樹脂、熱可塑性樹脂、又は熱硬化性樹脂などで
あってもよい。一方、基板３０２は成形金型として機能し、所定の３次元形状３５２を有
している。樹脂３４０は、基板３０１の接合面を形成していると考えてもよい。
【０２６８】
　両基板３０１，３０２を接近させ（図２１ａ）、基板３０２を基板３０１上の樹脂３４
０と接触させ（Ｓ１１０）臨界圧力未満の圧力で押圧する（工程Ｓ１２０、図２１ｂ）。
本実施例において、臨界圧力は、その圧力以上で押圧した場合、基板３０１，３０２との
相対位置の補正がその後出来なくなる、又は出来たとしても所定の金型成形をすることが
出来なくなる圧力と定義することができる。
【０２６９】
　図２１ｂに示す状態（液浸状態又は接触状態）で、マークＭＫの画像認識により基板間
の位置ずれ（相対位置）を測定し（Ｓ１３０）、補正移動量を決定し（Ｓ１４０）ほぼ基
板３０１，３０２の表面に平行方向（ＺＹ方向）に基板３０１，３０２を相対的に補正移
動させる（Ｓ１５０、図２１ｃ）。補正移動と位置ずれ測定及び補正移動量の決定とは、
図２に示すように繰り返してもよい。
【０２７０】
　位置ずれが十分に補正された場合には、圧力をあげて基板３０１，３０２を互いに押圧
して（Ｓ１６０、図２１ｄ）、樹脂を基板３０２の形状３５２で規定される所望の形状に
成形することができる。この際の圧力は、図２１ｂの状態で掛けられた圧力よりも高く、
臨界圧力以上であることが好ましい。これにより、所望の金型成形がなされる。
【０２７１】
　たとえば、上記臨界圧力として、通常の樹脂を用いた場合、約４インチ（約１００ｍｍ
）の直径の基板に対して２０ｋＮの力に相当する圧力として定義することができた。
【０２７２】
　金型成形を完了するためには、工程Ｓ１６０後に、樹脂３４０を所定の手法で硬化させ
、金型である基板３０２を成形硬化された樹脂３４０から剥がす（図２１ｅ）。これによ
り、樹脂を基板３０１上に、所望の形状を正確な位置決めで形成することができる。
【０２７３】
＜実施例６：金属バンプ接合＞
　本実施例では、図９から図１４に示される、パッド３１１と金属バンプ３１２とを有す
る基板３０１，３０２との接合において、パッド３１１と金属バンプ３１２とを接触させ
（Ｓ１１０）、第１接触状態とし（Ｓ１２０）、金属バンプ３１２を加熱により溶融させ
て、金属バンプ３１２が加熱溶融状態にあるときに、両基板３０１，３０２の位置ずれを
測定し（Ｓ１３０）、当該位置ずれの補正量を決定し（Ｓ１４０）、補正移動して両基板
３０１，３０２の位置合わせを行い（Ｓ１５０）、工程Ｓ１６０として、第２接触状態に
おいて、当該位置合わせ後において金属バンプ３１２を冷却して固化させる。すなわち、
本実施例では、金属バンプ３１１が溶融状態（接触状態）にあるときに、アライメント動
作を実行する。
【０２７４】
　工程Ｓ１２０において、両基板３０１，３０２のバンプ３１１と金属バンプ３１２とが
固相状態で接触状態にされ、加圧処理が開始される（時刻Ｔ１）とともに、加熱処理が開
始される。金属バンプ３１２が溶融するまで、すなわち、固相状態にあるときは、印加す
る圧力は、パッド３１１や金属バンプ３１２などが機械的変形をしない程度の圧力として
定義することができる。
【０２７５】
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　加熱により、金属バンプ３１２は、その融点（溶融温度）よりも高い温度に達する（昇
温段階）。その後、温度維持段階（定温段階）として、上記温度が維持される。所定の位
置決めがされたことが確認されると、冷却される。冷却段階においては、ステージ４０２
などに内蔵された空冷式の冷却装置（冷却部）等によって金属バンプ４０２が室温付近に
まで冷却される。位置ずれ測定（相対位置測定）は、加熱の開始から所定の時間経過時に
開始することが好ましい。
【０２７６】
　なお、定温段階において、位置ずれ測定動作および再アライメント処理を実行してもよ
い。そして、当該定温段階において、位置ずれ量が許容誤差範囲内になったことが確認さ
れると、補正移動を停止し、相対位置を固定して、直ちに冷却処理が実行される。
【０２７７】
　位置ずれ（相対位置）の測定と補正移動は、金属バンプ３１２の溶融状態又は定温段階
で、繰り返すことが好ましい。そして、位置ずれ量が許容誤差範囲内に収まるまで繰り返
される。許容誤差範囲は、たとえば、Ｘ方向位置に関して、－０．２マイクロメートル以
上且つ＋０．２マイクロメートル以下、又は－０．３マイクロメートル以上且つ＋０．３
マイクロメートル以下として定められてもよい。Ｙ方向位置およびθ方向位置についても
、同様に、許容誤差範囲が定められてもよい。
【０２７８】
　金属バンプ３１２の溶融状態又は定温段階においては、臨界圧力を、固相状態での臨界
圧力と異なる値に定義してもよい。金属バンプ３１２が溶融状態にある場合には、所定の
圧力を超えると、必要以上の変形が起こり、位置ずれ測定や補正移動に支障をきたすこと
がある。このような問題を避けるために、金属バンプ３１２が溶融状態でも十分に位置ず
れ測定や補正移動できる範囲を臨界圧力未満の圧力範囲として定義することができる。こ
の臨界圧力は、金属バンプ３１２の寸法、基板に対する大きさ、材質の融点などに応じて
決定することができる。
【０２７９】
　金属バンプ３１２が溶融状態で、位置ずれ測定動作と、接触状態を維持したままでの位
置ずれ補正動作とが繰り返し実行することが好ましい。より詳細には、たとえば数百ｍｓ
（ミリ秒）ごとにこれらの動作が繰り返し実行することができる。
【０２８０】
　そして、相対位置（位置ずれ）が所定の許容誤差範囲内になったと判定されると、ステ
ージ４０２に内蔵された冷却部により冷却処理が実行され、金属バンプ３１２が冷却され
固化する。そして、所定の冷却期間の経過後に、両基板３０１，３０２の加圧状態が解除
される。このような動作により、両基板３０１，３０２が非常に高精度にアライメントさ
れて接合される。
【０２８１】
　また、当該位置ずれを補正するアライメント動作が両基板３０１，３０２の接触状態維
持したまま実行されるので、接触解除のための動作に要する時間を短縮することができる
。
【０２８２】
　また特に、金属バンプ３１２と対向パッド３１１との接触を伴うアライメント動作にお
いては、一般的には、金属バンプ３１２と対向パッド３１１との接触時の衝撃力等に起因
する位置ずれが生じ得る。また、金属バンプ３１２が加熱され溶融される際（特に昇温段
階）にも、金属バンプ３１２が固相から液相に変化することに伴う位置ずれが生じ得る。
【０２８３】
　これに対して、本実施例に示す基板接合方法によれば、金属バンプ３１２と対向パッド
３１１との接触後において、実際の位置ずれが測定され、当該位置ずれを補正するアライ
メント動作が実行されるので、金属バンプ３１２と対向パッド３１１との接触時の衝撃力
等に起因する位置ずれが良好に補正される。
【０２８４】
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　さらにまた、金属バンプ３１２が加熱溶融された後に、実際の位置ずれが測定されると
ともに当該位置ずれを補正するアライメント動作が実行されるので、金属バンプ３１２が
固相から液相に変化することに伴う位置ずれをも良好に補正することができる。また、特
に、上記実施形態においては、金属バンプ３１２の加熱開始から所定時間経過後（詳細に
は昇温段階終了後）に位置ずれが測定されているので、溶融開始直後からの初期段階（昇
温段階）において顕著に現れる位置ずれを、良好に補正することが可能である。
【０２８５】
　パッド３１１と金属バンプ３１２の一方又は両方は、Ｓｎ－Ａｇなどのはんだ材料、又
は銅（Ｃｕ）、金（Ａｕ）若しくはこれらの合金で形成されてもよい。
【０２８６】
　本願発明は、パッド３１１と金属バンプ３１２の一方又は両方の表面に対して、第１接
触の前に、表面活性化処理を行い、活性化状態のまま第１接触を行うようにしてもよい。
これにより、接合界面に汚染物質などの望ましくない物質が混入することを回避又は最小
限に抑えることができる。
【０２８７】
　なお、金属バンプ３１２等が溶融している間に、平行度調整動作等を実行するようにし
てもよい。これにより、位置決め精度をより高めることができる。あるいは、加熱処理を
開始する前に、平行度調整動作等を実行するようにしてもよい。
【０２８８】
　なお、上記実施例では、離間せずに接触状態で基板を補正移動させる際に、両基板は、
相対的にＺ方向に動かずＸＹ方向に補正移動されたが、これに限られない。たとえば、実
施例５における樹脂が流動性を有している場合や、実施例６における溶融した金属が流動
性を有している場合などには、特に基板を相対的に互いに離れる方向に移動させても、所
定の移動量を超えなければ、基板間の接触状態は維持される。したがって、接触状態を保
ちつつ、一旦基板を離れる方向に移動させてから、ＸＹ方向に移動させ、あるいは、補正
移動の動作にＺ方向の移動成分を含めるようにしてもよい。
【０２８９】
＜その他の変形例＞
　以上、この発明の実施の形態について説明したが、この発明は上記説明した内容のもの
に限定されるものではない。
【０２９０】
　たとえば、上記各実施形態及び各実施例においては、ファインアライメント用の撮影部
として２台のカメラ５０１，５０２が固定配置される場合を例示したがこれに限定されず
、１台のカメラが移動して２箇所のアライメントマーク付近の画像をそれぞれ撮影するよ
うにしてもよい。
【０２９１】
　また、上記各実施形態及び各実施例においては、ステージ４０１がＸ方向に移動される
場合を例示したが、これに限定されない。たとえば、ステージ４０１は固定されるように
してもよい。
【０２９２】
　また、上記各実施形態及び各実施例においては、ステージ４０２がＸ方向、Ｙ方向、Ｚ
方向、θ方向に移動されることによって、ステージ４０１，４０２がこれらの方向に相対
的に移動される場合を例示したが、これに限定されない。たとえば、逆に、ステージ４０
２が固定され、且つ、ステージ４０１がＸ方向、Ｙ方向、Ｚ方向、θ方向に移動されるこ
とによって、ステージ４０１，４０２がこれらの方向に相対的に移動されるようにしても
よい。
【０２９３】
　上記各実施形態及び各実施例においては、所定の形状又は材料の基板３０１，３０２や
接合面３１１，３１２を用いて説明したが、これに限られない。
【０２９４】
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　たとえば、図２２に示すように、各半導体ウエハ３０１，３０２の接合面上に金（Ａｕ
）などの金属製薄膜３５１，３５２がそれぞれ形成された半導体ウエハ３０１，３０２を
相互に接合する場合に適用してもよい。
【０２９５】
　あるいは、図２３に示すように、半導体ウエハ３０１の接合面３１１上に、部分的に樹
脂層を設けておき、半導体ウエハ３０２と半導体ウエハ３０１上の樹脂層３６０とを接合
してもよい。樹脂層としては、たとえば熱硬化性樹脂あるいは光硬化性樹脂を用いること
ができる。より詳細には、樹脂層部分において両半導体ウエハ３０１，３０２が接触した
状態において、水平方向における位置ずれを測定する。そして、水平方向における位置ず
れを補正して両半導体ウエハ３０１，３０２を相互に接合した後に、樹脂層３６０を硬化
させるようにしてもよい。これにより、樹脂層３６０を水平方向において精密に位置決め
し、樹脂封止等を行うことができる。なお、水平方向における位置ずれの補正動作は、半
導体ウエハ３１２と流動性を有する樹脂層３６０との接触状態を維持しつつ行われること
が好ましい。また、樹脂層３６０は、両半導体ウエハ３０１，３０２の接合面の双方に設
けられてもよい。さらに、このような樹脂層３６０は、両基板３０１，３０２のうちの少
なくとも一方の全面にわたって設けられてもよい。
【０２９６】
　また、図３に示す基板接合装置１では、その内部において表面活性化処理を行う場合を
例示したが、これに限定されない。たとえば、基板接合装置１００の外部において、表面
活性化処理を施すようにしてもよい。
【０２９７】
　以上、本願発明の幾つかの実施形態及び実施例について説明したが、これらの実施形態
及び実施例は、本願発明を例示的に説明するものである。特許請求の範囲は、本願発明の
技術的思想から逸脱することのない範囲で、実施の形態に対する多数の変形形態を包括す
るものである。したがって、本明細書に開示された実施形態及び実施例は、例示のために
示されたものであり、本願発明の範囲を限定するものと考えるべきではない。また、各実
施形態で説明した態様は、実施形態間で矛盾がない限り、他の実施形態に適用することが
できる。
【符号の説明】
【０２９８】
１００　接合装置
２００　チャンバ
２０１　真空ポンプ
３０１，３０２　基板
３１１，３１２　接合面
４００　基板支持手段
４０１，４０２　ステージ
４０３　第１ステージ移動機構
４０４　第２ステージ移動機構
４０５　ＸＹ方向並進移動機構
４０６　Ｚ方向昇降移動機構
４０７　Ｚ軸周り回転移動機構
４１０　接合圧力調整機構
４２０　基板加熱手段
４２１，４２２　ヒータ
５００　位置測定手段
５０１，５０２　カメラ
６００　表面処理手段
６１０　表面活性化処理手段
６２０　親水化処理手段
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